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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成20年３月期からBANGKOK ENSHU MACHINERY Co.,Ltd.を新たに連結の範囲に含めております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 47,870 45,419 41,562 14,736 24,902 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 1,836 △655 △165 △2,608 368 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 1,119 △2,948 △636 △4,735 305 

包括利益 (百万円) ― ― ― ― 287 

純資産額 (百万円) 12,676 9,309 8,357 3,641 3,923 

総資産額 (百万円) 42,927 40,686 33,360 25,188 28,152 

１株当たり純資産額 (円) 199.84 145.88 131.51 57.59 62.11 

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

(円) 19.07 △46.53 △10.06 △74.85 4.84 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 29.5 22.7 25.0 14.5 13.9 

自己資本利益率 (％) 10.6 △26.9 △7.3 △79.2 8.1 

株価収益率 (倍) 16.15 ― ― ─ 21.07 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,228 1,828 489 1,293 2,073 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,634 △2,596 △1,321 △405 △437

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 446 227 △40 △491 131 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 3,247 2,770 1,830 2,224 3,957 

従業員数 (名) 914 949 939 784 779 
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 47,071 42,246 41,077 13,762 24,206 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(百万円) 1,678 △1,294 △83 △2,360 281 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 984 △3,154 △586 △4,436 173 

資本金 (百万円) 4,640 4,640 4,640 4,640 4,640 

発行済株式総数 (千株) 63,534 63,534 63,534 63,534 63,534 

純資産額 (百万円) 12,707 9,042 8,414 4,003 4,172 

総資産額 (百万円) 41,770 38,606 32,358 25,284 27,945 

１株当たり純資産額 (円) 200.51 142.78 132.94 63.32 66.05 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 5.00 
(―) 

2.50 
(2.50) 

―
(―) 

― 
(―) 

―
(―) 

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△) 

(円) 16.78 △ 49.79 △ 9.26 △70.11 2.75 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 30.4 23.4 26.0 15.8 14.9 

自己資本利益率 (％) 9.2 △ 29.0 △ 6.7 △71.4 4.3 

株価収益率 (倍) 18.36 ― ― ─ 37.09 

配当性向 (％) 29.8 ― ― ─ ―

従業員数 (名) 878 892 876 728 722 
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２ 【沿革】

大正９年２月 初代社長喜多又蔵が鈴政式織機株式会社を設立して、織機の製造販売を開始 

  12年６月 遠州織機株式会社に商号変更 

昭和11年７月 工場が狭隘となり、現在地(浜松市南区高塚町)へ移転完了 

  12年10月 工作機械の製造を開始 

  28年８月 名古屋証券取引所に上場 

  33年10月 工作機械製造を再開 

  35年６月 遠州製作株式会社に商号変更 

  36年10月 東京、大阪、名古屋の各証券取引所市場第一部に上場 

  45年５月 遠州クロス株式会社を設立 

  46年４月 ユニワインド株式会社を設立 

  51年10月 事業の一部転換として、ヤマハ発動機株式会社の受託生産を開始 

  51年11月 遠州建設株式会社(現・関連会社)を設立 

  52年８月 繊維機械主要機種に関する営業を豊和工業株式会社に譲渡 

  54年４月 専用工作機械の製造販売を開始 

  55年12月 工作機械NC工場の竣工 

  56年８月 工作機械実験場の竣工 

  58年９月 工作機械マシニングセンタ組立工場の竣工 

平成３年７月 米国、イリノイ州に販売子会社ENSHU(USA)CORPORATION(現・連結子会社)を設立 

  ３年10月 遠州クロス株式会社及びユニワインド株式会社を吸収合併し、エンシュウ株式 

会社に商号変更 

  ９年５月 タイ、バンコクに販売子会社ENSHU(Thailand)Limited(現・連結子会社)を設立 

  10年11月 ドイツ、ランゲンに販売子会社ENSHU GmbH(現・連結子会社)を設立 

  10年11月 品質マネジメントシステムＩＳＯ９００１を認証取得 

  15年９月 ENSHU(Thailand)Limitedがタイ、バンコクに合弁会社BANGKOK ENSHU MACHINERY 

Co.,Ltd.(現・連結子会社)を設立 

  15年12月 環境マネジメントシステムＩＳＯ１４００１を認証取得 

  21年５月 インドネシア、ブカシに販売子会社PT.ENSHU INDONESIA(現・非連結子会社)を設立 

  22年６月 中国、山東省青島市に製造子会社遠州(青島)機床製造有限公司(現・非連結子会社)を設

立 

  22年12月 中国、山東省青島市に販売子会社遠州(青島)機床商貿有限公司(現・非連結子会社)を設

立 

  23年１月 航空宇宙品質マネジメントシステムＪＩＳＱ９１００を認証取得 
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当社の企業集団は、当社、子会社８社及び関連会社１社で構成され、工作機械並びに輸送機器関連部品

の製造販売を主な事業内容とし、さらに各事業に関連するその他のサービス等の事業活動を展開しており

ます。 

当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。なお、セグ

メントと同一の区分であります。 

  

工作機械関連事業 

当社にて製造販売するほか、連結子会社ENSHU(USA)CORPORATION、ENSHU GmbH及びENSHU(Thailand)

Limited、並びに非連結子会社PT.ENSHU INDONESIA及び遠州(青島)機床商貿有限公司にて販売を行い、

また連結子会社BANGKOK ENSHU MACHINERY Co.,Ltd.、並びに非連結子会社遠州(青島)機床製造有限公司

にて製造、販売サポート業務を行っております。 

  

輸送機器関連事業 

当社にて輸送機器関連部品の受託加工を主に行っております。なお、受託加工の主な取引先は関連当

事者であるヤマハ発動機株式会社であります。 

  

その他 

不動産賃貸事業であります。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

  
(注) 関連会社、遠州建設㈱は持分法適用会社であります。 

  

３ 【事業の内容】
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(注) １ *１「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。 

２ 「議決権の所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。 

３ 特定子会社はありません。 

４ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

   平成23年３月31日現在

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

２ 全社(共通)は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

   平成23年３月31日現在

 
  

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 全社(共通)は、特定のセグメントに区分できない管理部門等の従業員であります。 

  

４ 【関係会社の状況】

名称 住所 資本金
主要な

事業の内容
議決権の

所有割合(％)
関係内容

(連結子会社)   

ENSHU(USA)CORPORATION *1 
米国 

イリノイ州 
2,302千米ドル 工作機械関連事業 100.0 

当社工作機械の販売・保守サービス 

資金の貸付、役員の兼任 １名 

ENSHU GmbH *1 
ドイツ 

ランゲン 
511千ユーロ 工作機械関連事業 100.0 当社工作機械の販売・保守サービス 

ENSHU(Thailand)Limited *1 
タイ 

バンコク 
20,000千バーツ 工作機械関連事業 100.0 

(77.0) 当社工作機械の販売・保守サービス 

BANGKOK ENSHU MACHINERY 

Co.,Ltd. *1 

タイ 

バンコク 
50,000千バーツ 工作機械関連事業 100.0 

(52.0) 
当社工作機械の製造・販売サポート 

役員の兼任 １名 

(持分法適用関連会社)   

遠州建設㈱ 
静岡県浜松市 

南区 
40百万円

建築設計及び工事
不動産 33.0 

当社建物設備の建築・営繕工事の請負。 

当社が債務の保証をしております。 

５ 【従業員の状況】

セグメントの名称 従業員数(名)

工作機械関連事業 469 

輸送機器関連事業 261 

その他 ―

全社(共通) 49 

合計 779 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

722 38.9 16.1 3,519 

セグメントの名称 従業員数(名)

工作機械関連事業 412 

輸送機器関連事業 261 

その他 ―

全社(共通) 49 

合計 722 
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(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、エンシュウ労働組合と称し、単一の組織であり産業別労働組合ジェイ・エ

イ・エムに加盟しております。平成23年３月31日現在の組合員数は649人であります。 

なお、労使関係について特記すべき事項はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府の経済対策や新興国の需要拡大等により、緩やかな回

復基調にありましたが、雇用情勢や円高など引き続き懸念される状況が続いており、さらには、３月に

発生した東日本大震災により、先行きは不透明な状況となっております。 

 このような環境の中、当社グループは中国等のアジア新興国への積極的な生産、販売活動の展開を図

るとともに、原価低減や徹底した経費削減に努めてまいりました。 

 以上の結果、当連結会計年度の売上高は、工作機械関連事業部門、輸送機器関連事業部門ともに大幅

に増加し24,902百万円(前期比69.0％増)となりました。損益につきましても、売上高の増加やコスト削

減の効果により、営業利益は818百万円(前期は営業損失2,783百万円）、経常利益は368百万円(前期は

経常損失2,608百万円)となりました。当期純利益は305百万円(前期は当期純損失4,735百万円)となりま

した。 

  
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  
工作機械事業につきましては、中国等のアジア新興国において積極的な拡販に努めるとともに、中国

において製造及び販売子会社を設立し、海外での更なる展開を図ってまいりました。また、グローバル

調達、内製化等の原価低減活動の推進、戦略機種の開発にも努めてまいりました。 

 光関連事業につきましては、小型軽量高パワー密度の新型半導体レーザーと新規開発のレーザー加工

用標準機など、省エネ効果が評価された高出力半導体レーザー加工機において環境改善をキーワードに

工法改善などの営業活動を行った結果、受注高、売上高ともに前年を上回りましたが、採算的には引き

続き厳しい状況となっております。 

 以上の結果、工作機械関連事業部門の売上高は13,681百万円（前期比105.3％増）、セグメント利益

（営業利益）は437百万円（前期は営業損失2,350百万円）となりました。 

輸送機器関連事業部門につきましては、主力の二輪車用、バギー車用エンジン部品及び自動車関連部

品の生産において、一昨年の世界同時不況以降、本格的な回復までには至っておりませんが、徐々に回

復の兆しが見られ、売上高は前期を上回ることができました。セグメント利益（営業損益）は原価低減

等に努めてまいりました結果、前期を大きく上回りました。 

 以上の結果、輸送機器関連事業部門の売上高は11,142百万円（前期比39.4％増）、セグメント利益

（営業利益）は331百万円（前期は営業損失489百万円）となりました。 

その他部門におきましては、不動産賃貸事業により売上高は78百万円（前期比0.0％）となり、セグ

メント利益（営業利益）は55百万円（前期比0.1％増）となりました。 

  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は3,957百万円と前期と比べ1,733百万円（77.9％）の増

加となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、2,073百万円（前期比60.4％増）の獲得となりました。これ

は主として減少要因である売上債権の増加額1,417百万円、たな卸資産の増加額404百万円等を、増加要

因である仕入債務の増加額2,220百万円、減価償却費1,096百万円等が上回ったことによります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、437百万円（前期比7.7％増）の使用となりました。これは主

として有形固定資産の取得による支出、関係会社出資金の払込による支出等によります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、131百万円（前期は491百万円の使用）の獲得となりました。

これは主として短期及び長期借入金の返済による支出を短期及び長期借入れによる収入が上回ったこと

によります。  

  

１ 【業績等の概要】
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(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しておりません。 

２ 金額は販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

工作機械関連事業 13,207 142.6 

輸送機器関連事業 11,142 39.4 

その他 ― ― 

合計 24,349 81.2 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

工作機械関連事業 17,885 90.7 12,453 51.0 

輸送機器関連事業 10,323 8.0 3,274 △20.0 

その他 78 ― ― ― 

合計 28,287 48.8 15,728 27.4 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

工作機械関連事業 13,681 105.3 

輸送機器関連事業 11,142 39.4 

その他 78 ― 

合計 24,902 69.0 

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

ヤマハ発動機㈱ 6,081 41.3 8,437 33.9 

Shanghai GM-Dongyue  
PowerTrain Company Limited 

6 0.0 5,067 20.3 
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当社グループといたしましては、「生き残りをかけた構造改革を実行し、成長に向けステップアップを

目指す」ことを基本方針として、徹底した経営効率の改善・改革に取り組んでまいります。 

 工作機械事業におきましては、海外において、製造子会社における現地生産や海外販売網の強化を図る

とともに、グローバル調達、内製化等により原価低減に努めてまいります。 

 また、お客様にとって魅力のあるマシニングセンタの製品開発と製品づくりを推進してまいります。 

 光関連事業におきましては、レーザー標準加工機を市場へ投入し、引き続き環境をキーワードにした営

業活動を推進するとともに、新興国への販売拡大も目指してまいります。 

 輸送機器関連事業部門におきましては、二輪車用およびバギー車用エンジン部品の生産は回復基調にあ

るものの、東日本大震災の影響による顧客企業の操業度の低下等しばらくは厳しい状況が続くものと思わ

れます。生産性向上を柱とするプロジェクトを基軸に、ものづくり改革を推進し、徹底した原価低減に努

め収益体質強化を図ってまいります。 

 一方、内部統制につきましては、内部統制会議を中心にリスク・コンプライアンス管理等の統制を推進

してまいります。  

  

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会

社）が判断したものであります。 

(1) 景気変動によるリスク 

当社グループの工作機械関連事業の受注は顧客の設備投資活動に直接結びついているため、景況に対

して極めて敏感であり、民間設備投資の増減、特に当社グループの主要顧客である自動車業界の設備投

資の影響を大きく受けます。また、好況時と不況時の変動率も大きく、不況時は需給関係により販売価

格が低下する傾向にあります。今後は中国等のアジア新興国を中心とした堅調な外需や、環境対応投資

等による設備投資が期待されておりますが、自動車業界の設備投資の動向は当社グループの業績に影響

を与える可能性があります。  

(2) 特定取引先への依存のリスク 

当社グループの輸送機器関連事業においてはヤマハ発動機株式会社への売上（受託加工）依存度が高

い割合となっています。当社グループとヤマハ発動機株式会社とは長年の取引関係があり、また当社グ

ループの主要株主でもありますので極めて緊密な関係にあります。今後もこれまでの取引関係を維持し

発展させていきますが、同社の事業方針により当社グループの業績に強い影響を与える可能性がありま

す。 

最近の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。  

 
また、工作機械関連事業の顧客は大手自動車メーカー及びその関連会社が多く、それらの会社の事業

方針、財務状況等により当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

３ 【対処すべき課題】

４ 【事業等のリスク】

相手先 

平成21年3月期 平成22年3月期 平成23年3月期 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

ヤマハ発動機㈱ 14,134 34.0 6,081 41.3 8,437 33.9 
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(3) 為替レートの変動によるリスク 

当社グループの工作機械関連事業部門においては、製品を海外に販売しており、海外売上高比率は平

成21年３月期31.6％、平成22年３月期27.1％、平成23年３月期46.6％と推移しております。また決済は

主には円建でありますが、ＵＳＤ建及びＥＵＲ建等の取引もあり為替レートの変動によるリスクを有し

ております。円建取引の増加や必要に応じて為替予約をすることにより影響を少なくするよう努力して

おりますが、大幅な為替レートの変動は当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(4) 金利情勢によるリスク 

当社グループの借入金依存度（借入金の総資産に対する割合）は平成21年３月期39.5％、平成22年３

月期50.5％、平成23年３月期45.7％と高い水準となっております。当社グループでは将来の金利の変動

によるリスク回避を目的として、借入金の一部を金利スワップにより固定金利としております。借入金

の借換時及び新規の資金調達に関しては金利情勢の影響を受け、当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。 

(5) 資金調達に係るリスク 

当社グループは、銀行からの借入金による資金調達を中心に、債権の流動化、社債の発行、シンジケ

ートローン等の方法により調達方法の多様化を図っておりますが、契約内容に一定の財務制限条項等が

付されている場合があり、当該事由に抵触した場合には当社グループの資金繰りに影響を与える可能性

があります。 

(6) 競合によるリスク 

当社グループの工作機械関連事業は競合するメーカーが多く、価格競争により販売価格が低下する傾

向にあります。特に汎用工作機械分野では競合メーカー製品の値下げ等により、販売価格の低下が生じ

る場合があります。当社グループでは汎用工作機械分野から当社グループの得意とする、また、シェア

の高いシステム製品分野に特化してまいりました。しかしながら需給関係によっては競合メーカーとの

価格競争で販売価格が低下し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

(7) 特定の原材料及び部品の供給業者への依存 

当社グループの工作機械関連事業は製品の製造に使用する原材料及び部品等について、当社グループ

外の多数の供給業者から調達していますが一部については特定の供給業者に依存しており、市況、災害

等の要因によっては納期遅延、コストアップ等の影響が出てきます。原材料価格の高騰は当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。 

(8) 自然災害等のリスク 

当社グループは地震等の自然災害の発生により生産拠点が損害を受ける可能性があります。被害の影

響を最小限に抑えるため、建物・設備などの耐震対策、防火対策等の予防策を順次進めていますが、万

一、予想される東海地震が発生した場合、当社グループの生産拠点が静岡県内に集中していることもあ

り、操業の中断、多額の復旧費用等により当社グループの業績に強い影響を与える可能性があります。 

(9) 継続企業の前提に関する重要事象等 

当社グループは、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況その他グループの経営に重要な影響を及ぼす事象（重要事象等）が存在しております。 

 当連結会計年度においてシンジケートローンの財務制限条項等に抵触する事実が発生し、これにより

期限の利益喪失に係る請求を受ける可能性があります。 
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(1) 当社が技術供与をしている契約 

 
(注) 上記の技術供与契約においては、ロイヤルティとして売上高の一定率を受けとっております。 

  

当社グループでは、お客様から選ばれ続ける企業であるために「高付加価値製品の開発と提供」を目指

し、自動車関連の加工システム機械、光関連産業との提携商品の分野において、市場ニーズを先取りし、

また、新たな市場を開拓するため、新製品、新技術、新商品の開発に向け研究活動を進めております。 

 なお、当社グループにおいては、研究開発活動は提出会社のみが行い、輸送機器関連事業部門について

は行なっておりません。 

 工作機械関連事業においては、当社最大クラスの横形マシニングセンタを開発、製品化し成果を上げて

おります。また、ライン向け小型省スペースの横形マシニングセンタ及び中型で重切削タイプの横型マシ

ニングセンタなどを主体に開発を進めております。従来から積み上げてきた高速・高精度・高信頼性の一

層の向上を図りながらも、コストパフォーマンスの追及を目指します。 

 光関連事業においては、新たに小型高出力半導体レーザーを搭載した汎用型レーザー加工機を開発し市

場へ投入いたしました。その他にも小型高出力半導体レーザーによる溶接、樹脂溶着、異材溶接、アルミ

溶接の工法の開発、および昨年度からの継続テーマである半導体レーザーの特色を活かした金属の表面改

質であるレーザー焼入れの実用化、短パルスレーザーを使用したレーザーピーニングの研究も進めており

ます。 

当連結会計年度における研究開発費は213百万円であります。 

  

文中の将来に関する事項は有価証券報告書提出日（平成23年６月29日）現在において当社グループが判

断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成に当たっては、会計方針の選択・適用、資産・負債及び

収益・費用の報告金額および開示に影響を与える見積りを必要とします。これらの見積りについて過去

の実績等を勘案し合理的に判断していますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これ

らの見積りと異なる場合があります。 

 当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、当社グループの連結財務諸表の作成において重要な

判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。 

５ 【経営上の重要な契約等】

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社南北 韓国 EV360型立形マシニングセンタ
製造に関する
技術及び販売
契約 

平成18年７月17日から 
平成23年７月16日まで 

BANGKOK ENSHU MACHINERY Co.,Ltd. タイ EV360型立形マシニングセンタ
製造に関する
技術及び販売
契約 

平成21年３月17日から 
平成24年３月16日まで 

BANGKOK ENSHU MACHINERY Co.,Ltd. タイ EV450型立形マシニングセンタ
製造に関する
技術及び販売
契約 

平成21年６月20日から 
平成24年６月19日まで 

ENSHU (QINGDAO) MACHINERY Co.,Ltd 中国 EV360型及びEV450型立形マシ
ニングセンタ 

製造に関する
技術及び販売
契約 

平成22年６月１日から 
平成25年５月31日まで 

６ 【研究開発活動】

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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①貸倒引当金 

当社グループは、債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、また貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を計上しております。 

②繰延税金資産 

当社グループは、繰延税金資産について、その回収可能性を考慮して、回収不能額に対して評価性引

当金額を計上しております。評価性引当金額を計上するにあたっては、将来の課税所得、繰延税金資産

の回収見込みを検討のうえ慎重に行なっております。 

③退職給付費用 

当社グループの退職給付費用及び債務の計算は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出さ

れております。これらの前提条件には、割引率、将来の報酬水準、退職率、死亡率及び年金資産の期待

運用収益率等が含まれます。これらの仮定と実際の差額は数理計算上の差異として累積され、将来の会

計期間にわたって償却されます。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当連結会計年度の売上高につきましては、工作機械関連事業部門、輸送機器関連事業部門ともに大幅

に増加し、10,165百万円増加の24,902百万円（前期比69.0％増）となりました。また、受注高及び受注

残高につきましては、工作機械関連事業部門の中国等アジア新興国における積極的な拡販により、受注

高は9,274百万円増加し28,287百万円（前期比48.8％増）、受注残高は3,385百万円増加の15,728百万円

（前期比27.4％増）となっております。 

①売上総利益、営業利益 

当連結会計年度の売上総利益は2,717百万円となり、前期比3,456百万円増加しました。また、営業利

益は前期比3,601百万円増加し818百万円となり、売上高営業利益率は3.3％（前期は△18.9％）となり

ました。これは、増収やコスト削減の効果によるものであります。 

②営業外損益、経常利益 

当連結会計年度は為替差損等により、営業外収益より営業外費用を差し引いた純額は449百万円の費

用計上（前連結会計年度は175百万円の収益計上）となりました。この結果、当連結会計年度の経常利

益は368百万円となりました。 

③特別損益、当期純利益 

当連結会計年度の特別損益は資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額等により、特別利益より特別

損失を差し引いた純額は16百万円の費用計上（前期比99.3％減）となりました。また、当期純利益は

305百万円となりました。 

(3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フローの状況 

営業活動の結果得られた資金は2,073百万円（前期比60.4％増）となりました。これは主として減少

要因である売上債権の増加額1,417百万円、たな卸資産の増加額404百万円等を、増加要因である仕入債

務の増加額2,220百万円、減価償却費1,096百万円等が上回ったことによります。 

 投資活動の結果使用した資金は437百万円（前期比7.7％増）となりました。これは主として有形固定

資産の取得による支出、関係会社出資金の払込による支出等によります。 

 財務活動の結果得られた資金は131百万円（前期は491百万円の使用）となりました。これは主として

短期及び長期借入金の返済による支出を短期及び長期借入れによる収入が上回ったことによります。 

 これらの結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて1,733百万円

増加し3,957百万円（前期末比77.9％増）となりました。 
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②財政状態 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べて2,963百万円増加し28,152百万円（前期末

比11.8％増）となりました。このうち流動資産は3,635百万円増加し15,346百万円（前期末比31.0％

増）、固定資産は671百万円減少し12,805百万円（前期末比5.0％減）となりました。流動資産の増加の

主な要因は現金及び預金が1,733百万円、受取手形及び売掛金が1,276百万円増加したことによります。

固定資産の減少の主な要因は有形固定資産が834百万円減少したことによります。 

 当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて2,681百万円増加し24,228百万円（前期

末比12.4％増）となりました。このうち流動負債は2,656百万円増加し12,720百万円（前期末比26.4％

増）、固定負債は24百万円増加し11,507百万円（前期末比0.2％増）となりました。流動負債の増加の

主な要因は支払手形及び買掛金が2,018百万円増加したことによります。 

 当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べて282百万円増加し3,923百万円（前期末

比7.8％増）となりました。増加の主な要因は当期純利益305百万円によります。 

(4) 事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は

改善するための対応策 

当社グループは、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象

又は状況その他グループの経営に重要な影響を及ぼす事象（重要事象等）が存在しており、当該状況の

内容につきましては、４「事業等のリスク」（9）「継続企業の前提に関する重要事象等」に記載して

おります。 

シンジケートローンの財務制限条項等に抵触する事実が発生している事象につきましては、当該状況

を解消すべく経営効率の改善・改革を含む経営計画、資金計画を策定し、取引金融機関に対しシンジケ

ートローン契約の当該事項につき適用免除について協議を行いました。その結果、シンジケートローン

の財務制限条項等に抵触しておりますが、全貸付人より期限の利益喪失請求を行わないことにつき同意

を頂いた書面を受領しております。 

従いまして、当社グループといたしましては、翌連結会計年度における事業継続において不確実性は

認められないものと判断しております。 
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第３ 【設備の状況】 

当社グループでは設備投資については合理化、省力化並びに生産設備の増強を図るため、主として提出

会社において行っております。 

 当連結会計年度の設備投資（有形固定資産のほか無形固定資産を含む）の総額は270百万円でありま

す。 

 工作機械関連事業部門におきましては、設備の更新、合理化のため167百万円の設備投資を実施いたし

ました。 

 輸送機器関連事業部門におきましては、設備の更新、合理化のため103万円の設備投資を実施いたしま

した。 

  また、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

  

平成23年３月31日現在における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品及び無形固定資産であり、建設仮勘定を除いた金額を帳

簿価額で示してあります。 

２ 上記中、本社及び工場の建物及び構築物、機械装置及び運搬具、土地、並びに、その他には賃貸中のもの

1,898百万円を含んでおります。 

  
(2) 在外子会社 

在外子会社においては主として販売会社であり、主要な設備に該当するもの及び主要な賃借若しくは

賃貸している設備に該当するものはありません。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  
(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

１ 【設備投資等の概要】

２ 【主要な設備の状況】

事業所名 
(所在地) 

セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 

従業員数
(名) 建物及び

構築物 

機械装置
及び 
運搬具 

土地 
(面積千㎡)

リース 
資産 

その他 合計 

本社及び工場 
(静岡県浜松市
南区) 

工作機械 
関連事業 
輸送機器 
関連事業 
その他 

工作機械・
輸送機器 
生産設備 
賃貸設備 

1,647 2,527 
5,789
(114)

8 129 10,102 434 

浜北工場 
(静岡県浜松市
浜北区) 

工作機械 
関連事業 

工作機械 
生産設備 

412 117 
1,597
(56)

6 56 2,191 257 

３ 【設備の新設、除却等の計画】
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
② 【発行済株式】 

 
  
(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
(注) １ 新株予約権付社債の新株予約権の行使による増加であります。 

２ 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金へ振り替えたものでありま

す。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 150,000,000 

計 150,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 

(平成23年３月31日) 
提出日現在発行数(株)
(平成23年６月29日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容

普通株式 63,534,546 63,534,546 東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は1,000株
であります。 

計 63,534,546 63,534,546 ― ―

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 
(注)１ 

10,222 63,534 1,500 4,640 1,500 3,053 

平成20年６月27日 
(注)２ 

― 63,534 ― 4,640 △1,823 1,230 
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(6) 【所有者別状況】 

   平成23年３月31日現在

 
(注) １ 自己株式360,170株は、「個人その他」に360単元及び「単元未満株式の状況」に170含めて記載してありま

す。 

     ２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

  

(7) 【大株主の状況】 

   平成23年３月31日現在

 
  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株) 

単元未満 
株式の状況 

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他 
の法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数(人) ― 30 39 137 32 2 8,094 8,334 ―

所有株式数 
(単元) 

― 10,300 979 14,262 756 15 36,803 63,115 419,546 

所有株式数 
の割合(％) 

― 16.32 1.55 22.60 1.20 0.02 58.31 100.00 ―

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

ヤマハ発動機株式会社 静岡県磐田市新貝2500番地 6,457 10.16 

エンシュウ取引先持株会 静岡県浜松市南区高塚町4888番地 5,150 8.11 

丸紅株式会社 東京都千代田区大手町１丁目４番２号 3,612 5.68 

浜松ホトニクス株式会社 静岡県浜松市東区市野町1126番地の１ 2,000 3.15 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,572 2.48 

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１丁目２番１号 1,455 2.29 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,414 2.23 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 1,363 2.15 

エンシュウ従業員持株会 静岡県浜松市南区高塚町4888番地 676 1.06 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 676 1.06 

計 ― 24,377 38.37 
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(8) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   平成23年３月31日現在

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。 

     ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式170株が含まれております。 

  
② 【自己株式等】 

     平成23年３月31日現在

 
  
(9) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

   

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 
  

区分 株式数(株) 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）

― ― 
普通株式 360,000 

完全議決権株式（その他） 普通株式 62,755,000 62,755 ― 

単元未満株式 普通株式 419,546 ― ― 

発行済株式総数  63,534,546 ― ― 

総株主の議決権 ― 62,755 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
エンシュウ株式会社 

静岡県浜松市南区 
高塚町4888番地 

360,000 ― 360,000 0.57 

計 ― 360,000 ― 360,000 0.57 

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円) 

当事業年度における取得自己株式 52,378 4 

当期間における取得自己株式 1,309 0 
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 
(注) 当期間における保有自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 
  

当社は、企業体質の強化を図りながら、業績と財務状態を勘案し、また今後の事業環境の変化に備える

内部留保を確保しながら、安定的に継続して配当を行うことを基本方針としております。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

 当事業年度の剰余金の配当につきましては、誠に遺憾ではありますが、見送りとさせていただきまし

た。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。 

  

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額 

(百万円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(百万円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式 

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 360,170 ― 361,479 ―

３ 【配当政策】

４ 【株価の推移】

回次 第139期 第140期 第141期 第142期 第143期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高(円) 445 338 168 125 142 

最低(円) 290 108 41 49 60 

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高(円) 90 90 94 105 124 135 

最低(円) 65 63 82 84 92 60 
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
社長 ─ 中 安 茂 夫 昭和22年12月29日生

昭和46年４月 当社入社 

(注)２ 156 

平成９年４月 工作機械事業部国際部長 

平成10年６月 取締役工作機械事業部国際部長就

任 

平成12年６月 常務取締役機器事業部長就任 

平成13年２月 ENSHU(USA)CORPORATION会長就任 

平成13年４月 常務取締役機器事業部長兼技術部

長就任 

平成15年４月 常務取締役工作機械営業・事業開

発本部統括兼機器事業部統括就任 

平成16年10月 専務取締役工作機械事業統括室兼

光関連事業部兼キャリアセンター

担当就任 

平成17年10月 専務取締役工作機械事業統括就任 

平成18年１月 代表取締役社長就任(現任) 

取締役 
副社長

管理本部 
統括 

土  屋  隆  史 昭和26年２月８日生

昭和48年４月

平成13年５月

 
平成14年10月

平成17年３月

 
平成20年１月

 
平成23年４月

 
平成23年６月

ヤマハ発動機㈱入社 

同社欧州本部長兼オランダ法人

YME出向（社長） 

同社特機事業部長 

同社執行役員特機事業部長兼MC事

業本部中国統括部長 

ヤマハ・モーター・パワー・プロ

ダクツ㈱代表取締役社長 

当社入社 

社長付顧問就任 

取締役副社長管理本部統括就任

(現任) 

(注)２ ―

常務取締役
新事業推新 
本部長 

小 木 国 典 昭和26年４月21日生

昭和49年４月

平成15年６月

  
平成16年６月

  
平成17年10月

平成18年１月

  
平成18年１月

  
平成18年６月

平成19年４月

  
平成20年４月

平成20年６月

 
平成22年４月

 
平成23年１月

 
平成23年４月

遠州クロス㈱入社 

当社工作機械営業・事業開発本部

営業部長(理事) 

取締役工作機械営業部長兼光関連

事業部ＰＭＴ営業グループ長就任 

取締役工作機械営業部長就任 

取締役工作機械事業統括兼営業部

長就任 

ENSHU(USA)CORPORATION会長就任

(現任) 

取締役工作機械事業統括就任 

取締役工作機械事業本部長兼営業

統括就任 

取締役工作機械事業部長就任 

取締役工作機械事業部長兼キャリ

アセンター担当就任 

取締役新事業推進本部長兼工作機

械事業部営業担当就任 

常務取締役新事業推進本部長兼工

作機械事業部営業担当就任 

常務取締役新事業推進本部長就任

(現任) 

(注)２ 82 

取締役 管理本部長 中 村 泰 之 昭和31年11月23日生

昭和54年４月

平成９年12月

平成11年11月

平成13年12月

平成14年４月

 
平成15年６月

 
平成16年６月

平成19年４月

 
平成22年４月

㈱協和銀行(現㈱りそな銀行)入行 

㈱協和埼玉銀行茂原支店長 

同行赤門通支店支店長 

当社出向社長付顧問就任 

工作機械営業部 営業グループ長

（顧問）就任 

当社入社 

取締役企画管理部総務部長就任 

取締役総務部長就任 

取締役管理本部副本部長兼総務部

長就任 

取締役管理本部長就任(現任) 

(注)２ 82 
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(注) １ 監査役 石塚 尚、嶋津 忠彦は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３ 常勤監査役 澤木 達治の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。 

４ 監査役 石塚 尚の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。 

５ 監査役 嶋津  忠彦の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。 

６ 所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
工作機械 
事業部長 

中 村 和 夫 昭和25年11月23日生

昭和49年４月

平成16年４月

平成17年10月

 
平成20年４月

 
平成20年６月

 
平成21年９月

 
平成22年４月

遠州クロス㈱入社 

工作機械事業本部技術部長就任 

工作機械事業本部技術・製造統括

理事就任 

当社工作機械事業部副事業部長

(理事)就任 

当社取締役工作機械事業部副事業

部長就任 

BANGKOK ENSHU MACHINERY Co., 
Ltd.取締役就任(現任) 

取締役工作機械事業部長就任(現

任) 

(注)２ 71 

取締役
部品事業 
部長 

金 原 一 也 昭和28年６月27日生

昭和56年４月

平成13年５月

  
平成16年４月

  
平成17年１月

  
平成20年３月

平成22年１月

  
平成22年４月

平成22年６月

ヤマハ発動機㈱入社 

同社MC事業本部調達統括部 

調達企画部長 

同社MC事業本部 

企画統括部鋳造事業企画部長 

同社MC事業本部 

SyS統括部生産管理部長 

同社執行役員 企画統括部長 

当社出向 

部品事業部副事業部長(理事)就任 

部品事業部長(理事)就任 

取締役部品事業部長就任（現任） 

(注)２ 12 

常勤監査役 ― 澤 木 達 治 昭和24年５月17日生

昭和47年４月 当社入社 

(注)３ 40 平成19年４月 管理本部企画財務部専任主幹 

平成20年６月 常勤監査役就任(現任) 

監査役 ― 石 塚   尚 昭和18年11月５日生
昭和51年４月 弁護士登録 

(注)４ ―
平成９年６月 監査役就任(現任) 

監査役 ― 嶋 津 忠 彦 昭和22年10月13日生

昭和45年３月

平成13年３月

平成14年１月

浜松ホトニクス㈱入社 

同社国際部長 

同社財務部長 (注)５ ―

平成20年12月

平成23年６月

同社取締役管理部長（現任） 

監査役就任(現任) 

計 443 
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(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① 企業統治の体制 

当社は監査役会設置会社であります。当社は、監査役会を設置し、社外監査役を含めた監査役による

監査体制が経営監視機能として有効であると判断し、監査役会設置会社形態を採用しております。ま

た、取締役による迅速な意思決定と業務執行を行う一方、適正な監督及び監視を可能とする経営体制を

構築し、コーポレート・ガバナンスの充実が図れるよう、その実効性を高める体制としております。 

 内部統制システムの整備状況につきましては、当社は取締役で構成される内部統制会議を開催し、リ

スク・コンプライアンス管理等を含めた内部統制システムの強化についての体制整備を行っておりま

す。また、内部統制部を設置し、リスク・コンプライアンス委員会等を指示・統括することとし、法令

遵守の徹底及び全社のリスク管理体制の整備を通じ統制活動の向上を図っております。 

 リスク管理体制につきましては、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、各部門におけるリスク

管理体制の整備を支援し、また全社的な視点からリスク管理の推進を行っております。各部門は「リス

ク管理規程」に基づき、経営活動の遂行を阻害するリスク要因を整理し、それらの発生予防と発生時の

損害を最小限にすることを図っております。 

 当社は社外取締役及び社外監査役との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締

結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金100万円または会社法第425条第１項に

規定する最低責任限度額のいずれか高い額としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当

該社外取締役及び社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がないとき

に限られます。 

なお、コーポレート・ガバナンス体制模式図は次のとおりであります。 
 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】
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② 内部監査及び監査役監査 

当社は、内部統制部(専任３名)を設置し、代表取締役の指示の下、関係法規あるいは社内ルールなど

の遵守状況、業務執行の実態の確認によりその適正性、妥当性を監査しております。また、リスク・コ

ンプライアンス委員会他への指示などを行い、内部統制機能の強化に努めております。 

 当社の監査役は３名で、うち２名は社外監査役であります。監査役監査につきましては、当期間中に

おける監査役会は13回開催しております。監査役の監査活動は、重要会議への出席、工場・支店への往

査、代表取締役との意見交換、会計監査人よりの年次監査計画及び決算期末会計監査報告の検討等を実

施しております。会計監査人とは必要に応じ相互の情報交換を行い、監査現場に立会うなど連携を密に

し監査の品質向上を目指しております。また、監査を効率的且つ効果的に行うために監査役は内部統制

部より報告を受けるとともに、必要に応じ調査を依頼しております。 

③ 社外取締役及び社外監査役 

社外監査役２名と当社との間には人的関係、資本的関係、又は取引関係その他の利害関係はありませ

ん。社外監査役はこれまでの豊富な知識・経験を活かし、客観的な視点での経営執行状況の監視を行っ

ております。また、その知識と経験を監査体制の強化に活かせるものと考えております。なお、一般株

主と利益相反の生じるおそれがないと判断されることから、独立性が確保されていると考えており、そ

のうち１名は、株式会社東京証券取引所が定める独立役員として指定しております。 

④ 役員の報酬等 

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数  
 

（注） 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

ロ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等 

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。 

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの 
 

ニ 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針 

役員報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内

において、取締役につきましては業績貢献や業務執行状況を勘案して取締役会にて決定し、監査役に

つきましては監査役会にて決定しております。 

⑤ 株式の保有状況 

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式 

役員区分
報酬等の総額 
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 
（社外取締役を除く。） 54 54 ― ― ─ 7 

監査役 
（社外監査役を除く。） 8 8 ─ ─ ─ 1 

社外役員 7 7 ─ ─ ─ 2 

総額（百万円） 対象となる役員の員数（名） 内容

15 4 担当事業部の部長給与相当額であります。

銘柄数 9銘柄

貸借対照表計上額の合計額 51百万円
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ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的 

 （前事業年度） 

    特定投資株式 

 
 （当事業年度） 

    特定投資株式 

 
ハ 保有目的が純投資目的である投資株式 

 
ニ 保有目的を変更した投資株式 

 該当事項はありません。 

⑥ 会計監査の状況 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、柴田和範氏、寺本悟氏、浅野佳史氏であり、いずれも

仰星監査法人に所属しております。また、当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士３名、その他

６名であります。 

 (注)その他は、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。 

⑦ 取締役の定数 

当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。 

⑧ 取締役選任の決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権

の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

 また、取締役の選任決議は累積投票によらないものとする旨も定款で定めております。 

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

丸紅㈱ 70,000 40 取引先との関係強化のため

ユアサ商事㈱ 55,000 4 取引先との関係強化のため

ヤマハ発動機㈱ 1,192 1 取引先との関係強化のため

津田駒工業㈱ 6,000 1 取引先との関係強化のため

㈱りそなホールディングス 900 1 取引先との関係強化のため

みずほ証券㈱ 865 0 取引先との関係強化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,210 0 取引先との関係強化のため

みずほ信託銀行㈱ 678 0 取引先との関係強化のため

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

丸紅㈱ 70,000 41 取引先との関係強化のため

ユアサ商事㈱ 55,000 5 取引先との関係強化のため

ヤマハ発動機㈱ 1,192 1 取引先との関係強化のため

津田駒工業㈱ 6,000 1 取引先との関係強化のため

㈱りそなホールディングス 900 0 取引先との関係強化のため

みずほ証券㈱ 865 0 取引先との関係強化のため

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,210 0 取引先との関係強化のため

みずほ信託銀行㈱ 678 0 取引先との関係強化のため

区分

前事業年度 

（百万円） 

当事業年度 

（百万円） 

貸借対照表 
計上額の合計額 

貸借対照表
計上額の合計額 

受取配当金
の合計額 

売却損益 
の合計額 

評価損益
の合計額 

非上場株式 21 21 0 ─ ―

非上場株式以外の株式 25 23 0 ─ 0 
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⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項 

(自己の株式の取得) 

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会

の決議によって同条第１項に定める市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定

めております。 

(中間配当) 

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、取締役

会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。 

⑩ 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和し、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第

309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。 

  

(2) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

 
  

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 
  

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 
  

④ 【監査報酬の決定方針】 

該当事項はありません。 

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に 
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 31 ─ 26 ─

連結子会社 ─ ─ ─ ─

計 31 ─ 26 ─
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第５ 【経理の状況】 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規

則に基づき、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年４月１日から平

成22年３月31日まで)及び前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)並びに当連結会計年

度(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)及び当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31

日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、仰星監査法人により監査を受けております。 

  

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会

計基準等の内容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を

整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
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１【連結財務諸表等】 
(1)【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,224 3,957

受取手形及び売掛金 2,816 4,093

商品及び製品 2,131 1,271

仕掛品 2,598 3,671

原材料及び貯蔵品 624 705

繰延税金資産 49 36

信託受益権 834 895

その他 557 733

貸倒引当金 △125 △18

流動資産合計 11,711 15,346

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1, ※3  2,236 ※1, ※3  2,059

機械装置及び運搬具（純額） ※1, ※3  3,327 ※1, ※3  2,662

土地 ※3, ※5  7,387 ※3, ※5  7,387

リース資産（純額） ※1  35 ※1  30

建設仮勘定 23 42

その他（純額） ※1  156 ※1  151

有形固定資産合計 13,167 12,333

無形固定資産   

リース資産 22 17

その他 39 41

無形固定資産合計 62 58

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  173 ※2  178

その他 272 426

貸倒引当金 △197 △190

投資その他の資産合計 247 413

固定資産合計 13,477 12,805

資産合計 25,188 28,152
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,240 5,259

短期借入金 ※3  5,748 ※3  6,104

リース債務 17 16

未払法人税等 19 43

賞与引当金 105 206

その他 ※3  933 ※3  1,090

流動負債合計 10,064 12,720

固定負債   

長期借入金 ※3  6,972 ※3  6,770

リース債務 41 28

再評価に係る繰延税金負債 ※5  2,076 ※5  2,076

退職給付引当金 1,823 1,993

役員退職慰労引当金 99 99

環境対策引当金 204 －

資産除去債務 － 298

その他 ※3  267 ※3  240

固定負債合計 11,483 11,507

負債合計 21,547 24,228

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,640 4,640

資本剰余金 1,230 1,230

利益剰余金 △5,206 △4,900

自己株式 △51 △55

株主資本合計 613 914

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2 2

土地再評価差額金 ※5  3,153 ※5  3,153

為替換算調整勘定 △128 △146

その他の包括利益累計額合計 3,027 3,009

純資産合計 3,641 3,923

負債純資産合計 25,188 28,152
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 

【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 14,736 24,902

売上原価 ※1 15,475 ※1 22,184

売上総利益又は売上総損失（△） △739 2,717

販売費及び一般管理費 ※2, ※3 2,044 ※2, ※3 1,899

営業利益又は営業損失（△） △2,783 818

営業外収益 
 受取利息 2 1
 受取配当金 1 1
 負ののれん償却額 4 4
 持分法による投資利益 3 2
 為替差益 16 －
 受取賃貸料 25 17
 受取クレーム補償金 － 7
 雇用調整助成金 320 －
 その他 129 41
 営業外収益合計 503 76

営業外費用 
 支払利息 267 273
 為替差損 － 200
 減価償却費 39 －
 その他 20 51
 営業外費用合計 327 526

経常利益又は経常損失（△） △2,608 368

特別利益 
 固定資産売却益 ※4 3 ※4 34
 貸倒引当金戻入額 － 78
 特別利益合計 3 113

特別損失 
 固定資産廃棄損 ※5 157 ※5 1
 減損損失 ※7 1,042 －
 災害による損失 － ※8 33
 投資有価証券評価損 6 0
 退職特別加算金 38 －
 貸倒引当金繰入額 105 －
 環境対策引当金繰入額 204 －
 資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 94
 異常操業度損失 ※6 652 －

 特別損失合計 2,206 129

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△） 

△4,811 352

法人税、住民税及び事業税 △17 36

法人税等調整額 △57 10

法人税等合計 △75 46

少数株主損益調整前当期純利益 － 305

少数株主利益 0 －

当期純利益又は当期純損失（△） △4,735 305
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【連結包括利益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 305

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △0

為替換算調整勘定 － △18

その他の包括利益合計 － ※2  △18

包括利益 － ※1  287

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 287
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,640 4,640

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,640 4,640

資本剰余金   

前期末残高 1,230 1,230

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,230 1,230

利益剰余金   

前期末残高 △521 △5,206

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △4,735 305

土地再評価差額金の取崩 51 －

当期変動額合計 △4,684 305

当期末残高 △5,206 △4,900

自己株式   

前期末残高 △45 △51

当期変動額   

自己株式の取得 △5 △4

当期変動額合計 △5 △4

当期末残高 △51 △55

株主資本合計   

前期末残高 5,303 613

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △4,735 305

自己株式の取得 △5 △4

土地再評価差額金の取崩 51 －

当期変動額合計 △4,689 300

当期末残高 613 914
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △26 2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 △0

当期変動額合計 28 △0

当期末残高 2 2

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △1 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 －

当期変動額合計 1 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金   

前期末残高 3,204 3,153

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △51 －

当期変動額合計 △51 －

当期末残高 3,153 3,153

為替換算調整勘定   

前期末残高 △156 △128

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 △18

当期変動額合計 28 △18

当期末残高 △128 △146

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 3,020 3,027

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 7 △18

当期変動額合計 7 △18

当期末残高 3,027 3,009

少数株主持分   

前期末残高 33 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △33 －

当期変動額合計 △33 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 8,357 3,641

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △4,735 305

自己株式の取得 △5 △4

土地再評価差額金の取崩 51 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △26 △18

当期変動額合計 △4,716 282

当期末残高 3,641 3,923
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△4,811 352

減価償却費 1,554 1,096

減損損失 1,042 －

負ののれん償却額 △4 △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） △292 170

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △15 101

貸倒引当金の増減額（△は減少） 211 △81

受取利息及び受取配当金 △3 △2

支払利息 267 273

為替差損益（△は益） 8 2

持分法による投資損益（△は益） △3 △2

有形固定資産売却損益（△は益） △3 △34

有形固定資産廃棄損 157 1

売上債権の増減額（△は増加） 3,630 △1,417

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,495 △404

仕入債務の増減額（△は減少） △2,284 2,220

その他 △393 108

小計 1,543 2,379

利息及び配当金の受取額 4 2

利息の支払額 △274 △280

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 19 △28

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,293 2,073

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の売却による収入 172 －

有形固定資産の取得による支出 △542 △254

有形固定資産の売却による収入 4 7

投資有価証券の取得による支出 － △3

投資有価証券の売却による収入 5 －

無形固定資産の取得による支出 △21 △10

関係会社出資金の払込による支出 － △176

子会社株式の取得による支出 △23 －

その他 － △0

投資活動によるキャッシュ・フロー △405 △437

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,920 1,308

短期借入金の返済による支出 △2,238 △38

長期借入れによる収入 2,800 2,392

長期借入金の返済による支出 △2,953 △3,506

自己株式の取得による支出 △5 △4

配当金の支払額 △0 △0

その他 △15 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △491 131
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 393 1,733

現金及び現金同等物の期首残高 1,830 2,224

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,224 ※1  3,957
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

  

 
  

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数     ４社 

ENSHU(USA)CORPORATION 

ENSHU GmbH 

ENSHU(Thailand)Limited 

(1) 連結子会社の数     ４社 

ENSHU(USA)CORPORATION 

ENSHU GmbH 

ENSHU(Thailand)Limited 
     BANGKOK ENSHU 

  MACHINERY Co.,Ltd. 
    BANGKOK ENSHU 
  MACHINERY Co.,Ltd. 

 (2) 非連結子会社名 

PT.ENSHU INDONESIA 
㈲エンシュウ厚生センター 

(連結の範囲から除いた理由) 

非連結子会社は小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等はいずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないので、重要性が乏しいと判断し

除外いたしました。 

 

 

(2) 非連結子会社名 

PT.ENSHU INDONESIA 
遠州（青島）機床製造有限公司 

遠州（青島）機床商貿有限公司 

㈲エンシュウ厚生センター 

(連結の範囲から除いた理由) 

同左

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

遠州建設㈱ 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

遠州建設㈱ 
 (2) 持分法を適用していない非連結子

会社の名称 

PT.ENSHU INDONESIA 
㈲エンシュウ厚生センター 

(持分法を適用しない理由) 

持分法非適用会社は、当期純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要な

影響を及ぼしていないため、持分法

を適用せず原価法により評価してお

ります。 

 
 

(2) 持分法を適用していない非連結子

会社の名称 

PT.ENSHU INDONESIA 
遠州（青島）機床製造有限公司 

遠州（青島）機床商貿有限公司 

㈲エンシュウ厚生センター 

(持分法を適用しない理由) 

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社４社の事業年度末日は12

月31日であります。連結財務諸表の作

成にあたっては、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については連結上必要な調

整を行なっております。 

同左

４ 会計処理基準に関する事

項 
 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

イ 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左
 ロ デリバティブ 

   時価法 

ロ デリバティブ 

同左
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項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

 ハ たな卸資産 

 評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によって

おります。 

 工作機械製品及び仕掛品は個別

法、その他のたな卸資産は主として

総平均法によっております。 

ハ たな卸資産 

  
同左

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

(有形固定資産) 

当社においては、以下のように処

理しております。 

イ リース資産以外の有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く） 

a 平成10年３月31日以前に取得 

したもの 

旧定率法によっております。 

b 平成10年４月１日から平成 

19年３月31日までに取得した 

もの 

旧定額法によっております。 

c 平成19年４月１日以後に  

取得したもの 

定額法によっております。 

建物以外 

a 平成19年３月31日以前に取得

したもの 

旧定率法によっております。 

b 平成19年４月１日以降に取得 

したもの 

定率法によっております。 

平成10年４月１日以降に取得した取

得価額10万円以上20万円未満の資産に

ついては、３年間で均等償却する方法

を採用しております。在外子会社にお

いては主として定額法を採用しており

ます。 

平成19年３月31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年間で均等償

却する方法によっております。 

在外子会社においては主として定額

法を採用しております。 

(有形固定資産) 

当社においては、以下のように処

理しております。 

イ リース資産以外の有形固定資産 

同左

 ロ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として算定する定額法によって

おります。なお、リース取引開始日が

リース会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を適用

しております。 

ロ リース資産 

同左
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項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

  (無形固定資産) 

イ リース資産以外の無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

ロ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として算定する定額法によって

おります。なお、リース取引開始日が

リース会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を適用

しております。 

(無形固定資産) 

イ リース資産以外の無形固定資産 

 

  

 

  
ロ リース資産 

同左

同左

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込み額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左

 ロ 賞与引当金 

当社においては、従業員賞与の支

払に充てるため、会社基準(支払予

定額)による要支給額を引当ててお

ります。 

ロ 賞与引当金 

同左

 ハ 退職給付引当金 

当社においては従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理

しております。 

また、過去勤務債務については、

15年による定額法により按分した額

を発生した連結会計年度より費用処

理することとしております。数理計

算上の差異については、15年による

定額法により按分した額を発生の翌

連結会計年度より費用処理すること

としております。 

(会計方針の変更) 

当連結会計年度から「退職給付に係

る会計基準」の一部改正（その３）

（企業会計基準第19号平成20年７月31

日）を適用しております。 なお、こ

の変更による損益への影響はありませ

ん。 

ハ 退職給付引当金 

当社においては従業員の退職給付

に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理

しております。 

また、過去勤務債務については、

15年による定額法により按分した額

を発生した連結会計年度より費用処

理することとしております。数理計

算上の差異については、15年による

定額法により按分した額を発生の翌

連結会計年度より費用処理すること

としております。 
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項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

 ニ 役員退職慰労引当金 

当社においては、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上しており

ます。なお、平成19年４月27日開催の

取締役会において、平成19年６月28日

開催の定時株主総会終結の時をもって

役員退職慰労金制度を廃止することを

決議いたしました。当連結会計年度末

における役員退職慰労引当金残高は、

当制度廃止以前から在職している取締

役及び監査役に対する支給見込額であ

ります。  

ホ 環境対策引当金 

当社においては、ＰＣＢ（ポリ塩化

ビフェニル）廃棄物の処理費用等の支

出に備えるため、今後発生すると見込

まれる費用を計上しております。 

（追加情報） 

 「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃

棄物処理特別措置法」により、平成28

年７月までにＰＣＢ廃棄物を処理する

ことが義務付けられており、当連結会

計年度において当該処理に関わる費用

を合理的に見積もることとしたため、

その処理費用見積額204百万円につい

て環境対策引当金を設定し、同繰入額

を特別損失として計上しております。 

この結果、税金等調整前当期純損失及

び当期純損失が204百万円それぞれ増

加しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

  
         ―――――――― 

同左

 (4) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

金利スワップの特例処理 

イ ヘッジ会計の方法 

      同左 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ  

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左

 ヘッジ対象 

長期借入金 

ヘッジ対象 

同左

 ハ ヘッジ方針 

当社の長期運転資金の金利を固

定化するためのものであります。 

ハ ヘッジ方針 

同左

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

      同左 

 (5) のれんの償却方法及び

償却期間 

         ―――――――― 

  

 のれんは、原則として５年間で均等

償却しております。 

 また、平成22年３月31日以前に発生

した負ののれんの償却については、５

年間の定額法により償却を行っており

ます。 

 (6) 連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲 

         ―――――――― 

  

手許現金、随時引出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価格

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資よりなっておりま

す。 

 (7) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左
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【会計処理の変更】 

  

 
  

【表示方法の変更】 

  

 
  

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。 

         ―――――――― 

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

 

 のれん及び負ののれんは、原則とし

て５年間で均等償却しております。 

         ―――――――― 

  

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価格

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資よりなっておりま

す。 

         ―――――――― 

  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

─────────
 
 
 
 

（資産除去債務に関する会計基準等） 
 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基
準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び
「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して
おります。 
 これにより、当連結会計年度の税金等調整前当期純利
益は94百万円減少しております。 
 また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の
変動額は298百万円であり、当該変動額のうち204百万円
は前連結会計年度末における環境対策引当金の残高を資
産除去債務の一部として引き継いだ額であります。 
(持分法に関する会計基準等） 
 当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」
（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表分）及び
「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱
い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10日）を適用
しております。 
 これによる損益への影響は軽微であります。 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

(連結損益計算書) 
 １ 前連結会計年度において営業外費用「その他」に

含めて表示しておりました「減価償却費」は、営業
外費用の総額の10/100を超えることとなったため、
当連結会計年度においては区分掲記することといた
しました。 
 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる
「減価償却費」は、44百万円であります。 

 ２ 前連結会計年度において区分掲記しておりました
営業外収益「受取クレーム補償金」(当連結会計年
度23百万円)は営業外収益の総額の10/100以下であ
るため、当連結会計年度においては営業外収益の
「その他」に含めて表示しております。 

(連結損益計算書)
 1 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会

計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26
日）に基づき、「財務諸表等の用語、様式及び作成
方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」
（平成21年３月24日 内閣府令第５号）を適用し、
「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示し
ております。 

 ２ 前連結会計年度において営業外収益「その他」に
含めて表示しておりました「受取クレーム補償金」
は、営業外収益の総額の10/100を超えることとなっ
たため、当連結会計年度においては区分掲記するこ
とといたしました。 

   なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる
「受取クレーム補償金」は、23百万円であります。 

 ３ 前連結会計年度において区分掲記しておりました
営業外費用「減価償却費」（当連結会計年度24百万
円）は営業外費用の総額の10/100以下であるため、
当連結会計年度においては営業外費用の「その他」
に含めて表示しております。 
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【追加情報】 

  

 
  

【注記事項】 

(連結貸借対照表関係) 
  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

─────────

 
 
 
 

 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等

合計」の金額を記載しております。 

前連結会計年度 
(平成22年３月31日)

当連結会計年度 
(平成23年３月31日)

※１ 有形固定資産減価償却累計額は26,155百万円であ

ります。 

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含

まれております。 
  

※１ 有形固定資産減価償却累計額は26,489百万円であ

ります。 

なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含

まれております。 
  

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

   

投資有価証券（株式） 58百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

 
    計                237 

投資有価証券（株式） 

その他（出資金） 

61百万円

176    

 

※３ 担保に供している資産 

 

上記物件のうち、建物及び構築物、機械装置及び

運搬具、並びに土地について工場財団を設定し、短

期借入金5,363百万円、長期借入金6,922百万円、預

り保証金264百万円の担保に供しております。 
  

建物及び構築物 936百万円

機械装置及び運搬具 2,606 
土地 5,653 

計 9,195 

 

※３ 担保に供している資産 

 

上記物件のうち、建物及び構築物、機械装置及び

運搬具、並びに土地について工場財団を設定し、短

期借入金5,767百万円、長期借入金6,760百万円、預

り保証金244百万円の担保に供しております。 
  

建物及び構築物 1,008百万円

機械装置及び運搬具 2,026 
土地 7,283 

計 10,318 

 

 ４ 保証債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証を

次のとおり行っております。 

   

遠州建設㈱ 94百万円

 ４ 保証債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証を

次のとおり行っております。 

   

遠州建設㈱ 46百万円

※５ 土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業

用の土地の再評価を行ない、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産税評価額を基準とする方法、及び同条第４

号に定める地価税法に規定する地価税の課税価格

の計算の基礎となる土地の価格(路線価)を基準と

して時価を算出しております。 

再評価を行った年月日    平成13年３月31日 

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

△1,707百万円

※５ 土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業

用の土地の再評価を行ない、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。 

再評価の方法 

再評価を行った年月日        同左 

同左 

  

 

  

 

 

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

△1,866百万円
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(連結損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

    売上原価              192百万円 
  

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

 

 

給料及び賞与 566百万円

賞与引当金繰入額 17 

退職給付引当金繰入額 97 

貸倒引当金繰入額 107 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

    売上原価               26百万円 
  

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

   

 

給料及び賞与 495百万円

賞与引当金繰入額 37 

退職給付引当金繰入額 91 

  

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 
 119百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

   
 213百万円

※４ 固定資産売却益の明細 

 

機械装置及び運搬具 2百万円

その他(工具、器具及び備品) 0    

計 3 

※４ 固定資産売却益の明細 

 

機械装置及び運搬具 34百万円

その他(工具、器具及び備品) 0 

計 34 
 

※５ 固定資産廃棄損の明細 

 
※６ 設備稼働率が低下したために発生した異常操業経

費です。 

※７ 減損損失 

当社グループは、以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

 
当社グループは、原則として、事業用資産につい

ては事業部を基準としてグルーピングを行ってお

り、遊休資産については個別資産ごとにグルーピン

グを行っております。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、建物及び構築物、機械装

置及び運搬具、工具、器具及び備品並びにその他に

ついては、実質的な処分価値を考慮し、備忘価額に

より評価し、土地については固定資産税評価額又は

路線価を基準として算出した時価により評価してお

ります。 

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 98 

その他(工具、器具及び備品) 58 

計 157 

用途 種類 場所

工作機械生産
設備 
（遊休資産） 

建物及び構築
物、機械装置及
び 運 搬 具、工
具、器具及び備
品、土地、その
他 

工作機械関連
事業 
本 社 及 び 工
場、浜北工場 
静岡県浜松市 

輸送機器生産
設備 
（遊休資産） 

建物及び構築
物、機械装置及
び 運 搬 具、工
具、器具及び備
品、土地、その
他 

輸送機器他関
連事業 
本社及び工場 
静岡県浜松市 

※５ 固定資産廃棄損の明細 

 
         ───────── 

         ───────── 

  

機械装置及び運搬具 1百万円

その他(工具、器具及び備品) 0 

計 1 
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(連結包括利益計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

  

※１当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益  

 
  

※2当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

（経緯） 

生産減少による操業度の著しい低下や生産体制の

見直しにより、遊休状態となった資産等について、

「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、将来

の回収可能性を検討した結果、減損処理を行いまし

た。 

（減損損失の金額） 

 

         ───────── 

種類 金額（百万円）

建物及び構築物 58 

機械装置及び運搬具 853 

工具、器具及び備品 18 

土地 84 

その他 26 

合計 1,042 

 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  
※８ 東日本大震災の影響による操業休止期間中に発生

した製造固定費について、原価性が認められないこ
とから損失として計上したものであります。 

親会社株主に係る包括利益 △4,728 百万円

少数株主に係る包括利益 0 〃

計 △4,728 百万円

その他有価証券評価差額金 28 百万円

繰延ヘッジ損益 1 〃

土地再評価差額金 △51 〃

為替換算調整勘定 28 〃

計 7 百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 70千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  52千株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  
 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 63,534 ─ ─ 63,534 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 237 70 ─ 307 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 63,534 ─ ─ 63,534 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 307 52 ― 360 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成22年３月31日)

   

現金及び預金勘定 2,224百万円

現金及び現金同等物 2,224 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成23年３月31日)

   

現金及び預金勘定 3,957百万円

現金及び現金同等物 3,957 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

１. ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１. ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

 ・有形固定資産 

(1) リース資産の内容 

 ・有形固定資産 

主として、ENSHU(Thailand)Limitedにおける車

両運搬具（機械装置及び運搬具）及び工作機械関

連事業部門における生産管理システム(工具、器

具及び備品)であります。 

   ・無形固定資産 

同左 

  

 

  
   ・無形固定資産 

主として、工作機械関連事業部門における生産

管理用ソフトウェア及び図面管理システム(ソフ

トウェア)であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであ

ります。 

同左 

  

  
(2) リース資産の減価償却の方法 

 同左 

２. オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

 

１年以内 25百万円

１年超 40 

計 65 
 

２. オペレーティング・リース取引 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料 

 

１年以内 19百万円

１年超 24 

計 44 
 

― 44 ―



(金融商品関係) 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）

を適用しております。 

  
１ 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については、運転資金（主

として短期）及び設備投資資金（長期）を銀行等金融機関からの借入による方法にしております。な

お、長期借入金の返済期間は、３～５年であります。デリバティブは、後述するリスクを回避するため

に利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

  

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金、並びに信託受益権は、顧客の信用リスクに晒されております。

また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスク

に晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であ

り、市場価格の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど６ヶ月以内の支払期日であります。 

 デリバティブ取引は、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払

利息の固定化を実施しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、

ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重

要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門が主要な取引先ごとに期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結

子会社についても、当社に準じて与信管理を行っております。 

 デリバティブ取引の利用にあたっては、契約先を信用力の高い金融機関とし、信用リスクの軽減を

図っております。 

 ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

外貨建ての営業債権の為替変動リスクに対して、企画財務部が為替予約取引を利用し、リスクの低

減を図っております。また、一部の長期借入金の金利変動リスクに対しても、企画財務部が金利スワ

ップ取引を利用し、支払利息の固定化を実施しております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 デリバティブ取引については、内部管理規程に従い、実需の範囲で行うことにしております。 

 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき企画財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手

許流動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理しております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記に

おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。 
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（5）信用リスクの集中 

当期の連結決算日現在における営業債権のうち23.3％がヤマハ発動機株式会社に対するものでありま

す。 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

（（注）２をご参照ください。）。 

 
(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）信託受益権 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

（4）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 

（5）支払手形及び買掛金、並びに(6)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

（7）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金のうち、金利スワップの特例処理

の対象とされているものについては、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同

様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 

 長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより、短期借入金に計上されたものについては、長

期借入金として表示しております。 

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

（1）現金及び預金 2,224 2,224 ─

（2）受取手形及び売掛金 2,816 2,816 ─

（3）信託受益権 834 834 ─

（4）投資有価証券   

   その他有価証券 91 91 ─

資産計 5,967 5,967 ─

（5）支払手形及び買掛金 3,240 3,240 ─

（6）短期借入金 2,520 2,520 ─

（7）長期借入金 10,200 10,202 2 

負債計 15,960 15,962 2 

 デリバティブ取引 ─ ─ ─
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デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。 

  
(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券その他有価証券」には含めており

ません。 

  
(注)３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

 
  

(注)４ 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 ⑤「連結附属明細表」「借入金等明細表」を参照ください。 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 81 

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 2,224 ─ ─ ─ 

受取手形及び売掛金 2,816 ─ ─ ─ 

信託受益権 834 ─ ─ ─ 

合計 5,875 ─ ─ ─ 
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

  
１ 金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については、運転資金（主

として短期）及び設備投資資金（長期）を銀行等金融機関からの借入による方法にしております。な

お、長期借入金の返済期間は、３～５年であります。デリバティブは、後述するリスクを回避するため

に利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

  

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金、並びに信託受益権は、顧客の信用リスクに晒されております。

また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスク

に晒されております。投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であ

り、市場価格の変動リスクに晒されております。 

 営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど６ヶ月以内の支払期日であります。 

 デリバティブ取引は、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払

利息の固定化を実施しております。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、

ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重

要なヘッジ会計の方法」をご覧下さい。 

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、各事業部門が主要な取引先ごとに期日及び残高

を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結

子会社についても、当社に準じて与信管理を行っております。 

 デリバティブ取引の利用にあたっては、契約先を信用力の高い金融機関とし、信用リスクの軽減を

図っております。 

 ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

外貨建ての営業債権の為替変動リスクに対して、企画財務部が為替予約取引を利用し、リスクの低

減を図っております。また、一部の長期借入金の金利変動リスクに対しても、企画財務部が金利スワ

ップ取引を利用し、支払利息の固定化を実施しております。 

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

 デリバティブ取引については、内部管理規程に従い、実需の範囲で行うことにしております。 

 ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき企画財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手

許流動性を継続して維持することにより、流動性リスクを管理しております。 

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記に

おけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リ

スクを示すものではありません。 
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（5）信用リスクの集中 

当期の連結決算日現在における営業債権のうち28.2％がヤマハ発動機株式会社に対するものであり、

19.9％がShanghai GM-Dongyue PowerTrain Company Limitedに対するものであります。 

２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません

（（注）２をご参照ください。）。 

 
(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）信託受益権 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

（4）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

負 債 

（5）支払手形及び買掛金、並びに(6)短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

（7）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金のうち、金利スワップの特例処理

の対象とされているものについては、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同

様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっておりま

す。 

 長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより、短期借入金に計上されたものについては、長

期借入金として表示しております。 

 
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価(百万円) 差額(百万円)

（1）現金及び預金 3,957 3,957 ―

（2）受取手形及び売掛金 4,093 4,093 ―

（3）信託受益権 895 895 ―

（4）投資有価証券   

   その他有価証券 90 90 ―

資産計 9,036 9,036 ―

（5）支払手形及び買掛金 5,259 5,259 ―

（6）短期借入金 3,789 3,789 ―

（7）長期借入金 9,085 9,082 △3

負債計 18,134 18,130 △3

 デリバティブ取引 ― ― ―
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デリバティブ取引 

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。 

  
(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 
上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券その他有価証券」には含めており

ません。 

  
(注)３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

 
  

(注)４ 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 ⑤「連結附属明細表」「借入金等明細表」を参照ください。 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

非上場株式 87 

 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 3,957 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 4,093 ― ― ― 

信託受益権 895 ― ― ― 

合計 8,945 ― ― ― 
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(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成22年３月31日) 

１ その他有価証券 

 
(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 81百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 (自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 
  

３ 減損処理を行った有価証券(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度において、その他有価証券の株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損

６百万円を計上しております。なお、上表の「その他有価証券」の「取得原価」は減損処理後の帳

簿価額であります。 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

  

 株式 56 49 7 

 その他 11 10 1 

小計 68 60 8 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

  

 株式 18 20 △2

 その他 4 5 △0

小計 22 25 △3

合計 91 86 5 

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 5 ─ ─

その他 165 ─ ─

合計 171 ─ ─

― 51 ―



  
当連結会計年度(平成23年３月31日) 

１ その他有価証券 

 
(注) 非上場株式（連結貸借対照表計上額 87百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

２ 減損処理を行った有価証券(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度において、その他有価証券の株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損

０百万円を計上しております。なお、上表の「その他有価証券」の「取得原価」は減損処理後の帳

簿価額であります。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 （1）金利関連 

 
(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

 （1）金利関連 

 
(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

  

 株式 60 53 7 

 その他 11 10 0 

小計 71 63 8 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

  

 株式 15 16 △1

 その他 4 5 △1

小計 19 22 △3

合計 90 86 4 

ヘッジ会計の方法
デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理 

 金利スワップ取引 
  支払固定・受取変動 

長期借入金 2,080 450 (注)

ヘッジ会計の方法
デリバティブ 
取引の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
(百万円)

契約額等のうち 
１年超 
(百万円)

時価
(百万円)

金利スワップの
特例処理 

 金利スワップ取引 
  支払固定・受取変動 

長期借入金 450 90 (注)
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(退職給付関係) 

前連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

 
  

３ 退職給付費用の内訳 

  

 
（注）上記退職給付費用以外に退職特別加算金38百万円を特別損失として計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

 
前連結会計年度 

(平成22年３月31日) 

(1) 退職給付債務 △5,773百万円 

(2) 年金資産(時価) 2,382 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △3,391 

(4) 未認識過去勤務債務 △820 

(5) 未認識数理計算上の差異 1,376 

(6) 会計基準変更時差異の未処理額 1,012 

(7) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6) △1,823 

(8) 前払年金費用 ─ 

(9) 退職給付引当金(7)―(8) △1,823 

  

 
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

(1) 勤務費用 250百万円 

(2) 利息費用 127 

(3) 期待運用収益 △54 

(4) 過去勤務債務の処理額 △130 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 171 

(6) 会計基準変更時差異の費用処理額 202 

(7) 退職給付費用 567 

  

 
前連結会計年度 

(平成22年３月31日) 

(1) 割引率 2.0％ 

(2) 期待運用収益率 2.5％ 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の処理年数 15年 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 15年 

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 
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当連結会計年度 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は確定給付型の制度として、企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務及びその内訳 

  

 
  

３ 退職給付費用の内訳 

  

 
  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

 
  

 
当連結会計年度 

(平成23年３月31日) 

(1) 退職給付債務 △5,563百万円 

(2) 年金資産(時価) 2,131 

(3) 未積立退職給付債務(1)＋(2) △3,431 

(4) 未認識過去勤務債務 △689 

(5) 未認識数理計算上の差異 1,318 

(6) 会計基準変更時差異の未処理額 809 

(7) 連結貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6) △1,993 

(8) 前払年金費用 ― 

(9) 退職給付引当金(7)―(8) △1,993 

  

 
当連結会計年度 

(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

(1) 勤務費用 205百万円 

(2) 利息費用 111 

(3) 期待運用収益 △47 

(4) 過去勤務債務の処理額 △130 

(5) 数理計算上の差異の費用処理額 150 

(6) 会計基準変更時差異の費用処理額 202 

(7) 退職給付費用 491 

  

 
当連結会計年度 

(平成23年３月31日) 

(1) 割引率 2.0％ 

(2) 期待運用収益率 2.5％ 

(3) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4) 過去勤務債務の処理年数 15年 

(5) 数理計算上の差異の処理年数 15年 

(6) 会計基準変更時差異の処理年数 15年 
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(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 
  

 
前連結会計年度

(平成22年３月31日)
当連結会計年度 

(平成23年３月31日)

(繰延税金資産)  

繰越欠損金 2,302百万円 2,050百万円

退職給付引当金 723 791 

賞与引当金 41 81 

たな卸資産 642 527 

有価証券 24 24 

未払事業税 2 8 

未払売上原価 69 110 

減損損失 421 411 

その他 304 378 

繰延税金資産小計 4,533 4,383 

評価性引当金 △4,478 △4,346

繰延税金資産合計 54 36 

(繰延税金負債)  

貸倒引当金調整 △0 △0

その他有価証券評価差額金 △3 △3

その他 △4 △1

繰延税金負債合計 △8 △4

繰延税金資産の純額 46 32 

  

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成22年３月31日)
当連結会計年度 

(平成23年３月31日)

流動資産－繰延税金資産 49 36 

固定資産－その他 3 ―

流動負債－その他 0 0 

固定負債－その他 6 4 

   

(平成22年３月31日) 
前連結会計年度

(平成23年３月31日) 
当連結会計年度

 当連結会計年度については、税金等調整前当期純損失

が計上されているため、記載しておりません。 
 

法定実効税率 39.7％

（調整）  
交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
2.5％

住民税均等割等 3.2％

評価性引当金の変動 △30.7％

海外子会社との税率の差異 △2.6％

その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
13.2％
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(資産除去債務関係) 

当連結会計年度末(平成23年３月31日） 

  
資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物処理特別措置法」に基づく、ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニ

ル）廃棄物処理費用等であります。 

  
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を経過している為、合理的に見積もった除去費用の金額を計上しております。 

  
(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 
  
(注)当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第21号 平成20年３月31日）を適用したことによる期首

時点における残高であります。 

  
(賃貸等不動産関係) 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 （追加情報） 

当連結会計年度から「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20

年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第23号

平成20年11月28日）を適用しております。 

１ 賃貸等不動産の概要 

当社グループは、静岡県において、賃貸用の商業用施設（土地を含む。）を有しております。 

２ 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日におけ

る時価及び当該時価の算定方法 

  

 
(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

  ２ 主な変動 

     減少は、建物及び構築物の減価償却費  10百万円 

  ３ 時価の算定方法 

主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

また、賃貸等不動産に関する平成22年３月期における損益は、次のとおりであります。 

 
  

期首残高（注） 298百万円

期末残高 298百万円

連結貸借対照表計上額（百万円）

（百万円） 
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,832 △10 1,821 1,805 

 賃貸収益（百万円） 賃貸費用（百万円） 差額（百万円）
その他（百万円）
（売却損益等）

賃貸等不動産 78 22 55 ─
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当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 賃貸等不動産の概要 

当社グループは、静岡県において、賃貸用の商業用施設（土地を含む。）を有しております。 

２ 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日におけ

る時価及び当該時価の算定方法 

  

 
(注)１ 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

  ２ 主な変動 

     減少は、建物及び構築物の減価償却費   10百万円 

  ３ 時価の算定方法 

主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

また、賃貸等不動産に関する平成23年３月期における損益は、次のとおりであります。 

連結貸借対照表計上額（百万円）

（百万円） 
連結決算日における時価

前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,821 △10 1,811 1,778 

 賃貸収益（百万円） 賃貸費用（百万円） 差額（百万円）
その他（百万円）
（売却損益等）

賃貸等不動産 78 22 55 ―
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質によっております。 

２ 各区分の主な製品 

(1) 工作機械関連事業………フレキシブルトランスファーマシン＆ライン、各種専用機、マシニングセンタ、

半導体レーザー加工機他 

(2) 輸送機器他関連事業……二輪車用エンジン、雪上車、ゴルフカー及びバギー車の部品加工、船舶用エンジ

ンの加工組立、自動車用部品の加工 

３ 営業費用はすべて各セグメントに賦課しており、配賦不能営業費用はありません。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,973百万円であります。その主なものは当社で

の余資投資資金(現金及び預金・投資有価証券)及び管理部門に係る資産等であります。 

  

 
工作機械
関連事業 
(百万円)

輸送機器他
関連事業 
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 6,663 8,072 14,736 ― 14,736 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 77 ― 77 (77) ―

計 6,741 8,072 14,814 (77) 14,736 

営業費用 9,091 8,506 17,598 (78) 17,519 

営業損失（△） △2,350 △433 △2,783 0 △2,783

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出 

  

資産 12,770 10,444 23,214 1,973 25,188 

減価償却費 438 1,125 1,564 (9) 1,554 

  減損損失 217 824 1,042 ― 1,042 

資本的支出 89 335 424 ― 424 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

 アメリカ、ドイツ、タイ 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,973百万円であり、その主なものは当社での余

資運用資金（現金及び預金・投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ 

(2) アジア……………中国、韓国、タイ、インド、インドネシア 

(3) その他の地域……ドイツ、フランス、イタリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦地域以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 日本(百万円)
日本以外の 

地域(百万円)
計(百万円)

消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益   

売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 13,423 1,313 14,736 ― 14,736 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 339 42 382 (382) ―

計 13,762 1,356 15,119 (382) 14,736 

営業費用 16,225 1,880 18,106 (586) 17,519 

営業損失（△） △2,463 △524 △2,987 204 △2,783

Ⅱ 資産 21,057 2,157 23,214 1,973 25,188 

 北米(百万円) アジア(百万円)
その他の地域 
(百万円)

計(百万円)

Ⅰ 海外売上高 1,429 2,452 113 3,995 

Ⅱ 連結売上高  14,736 

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 9.7 16.6 0.8 27.1 
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【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。 

当社は事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「工作機械関連事

業」及び「輸送機器関連事業」の２つを報告セグメントとしております。 

「工作機械関連事業」はフレキシブルトランスファーマシン＆ライン、各種専用機、マシニングセン

タ及び半導体レーザー加工機等の製造販売をしております。「輸送機器関連事業」は、二輪車用エンジ

ン等の輸送機器部品の製造販売をしております。 

  
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

  
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 
 （注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸業であります。 

    ２ 調整額は以下のとおりであります。 

     （１）セグメント利益の調整額０百万円は、セグメント間取引消去であります。 

     （２）セグメント資産の調整額1,973百万円には、各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれてお

        ります。全社資産は主に余資投資資金（現金及び預金・投資有価証券）及び管理部門に係る資産等で 

        あります。 

    ３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額 
（注）２

連結財務諸
表計上額 
（注）３工作機械 

関連事業
輸送機器
関連事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 6,663 7,994 14,658 78 14,736 ― 14,736 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 77 ― 77 ― 77 △77 ―

計 6,741 7,994 14,735 78 14,814 △77 14,736 

セグメント利益 
又は損失（△） 

△2,350 △489 △2,839 55 △2,783 0 △2,783

セグメント資産 12,770 8,622 21,393 1,821 23,214 1,973 25,188 

その他の項目    

  減価償却費 438 1,114 1,553 10 1,564 △9 1,554 

 減損損失 217 824 1,042 ― 1,042 ― 1,042 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 89 335 424 ― 424 ― 424 
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    当連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日) 

 
  （注）１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。 

     ２ 調整額は以下のとおりであります。 

      （１）セグメント利益の調整額△６百万円は、セグメント間取引消去であります。 

      （２）セグメント資産の調整額3,891百万円には各報告セグメントに配分していない全社資産が含まれてお

         ります。全社資産は主に余資投資資金（現金及び預金・投資有価証券）及び管理部門に係る資産等 

         であります。 

     ３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  
（追加情報） 

 当連結会計年度より「セグメント情報の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年 

3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用しております。 

  

【関連情報】 

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

   セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

   (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額 
（注）２

連結財務諸
表計上額 
（注）３工作機械 

関連事業
輸送機器
関連事業

計

売上高    

  外部顧客への売上高 13,681 11,142 24,823 78 24,902 ― 24,902 

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高 39 ― 39 ― 39 △39 ―

計 13,720 11,142 24,863 78 24,941 △39 24,902 

セグメント利益 
又は損失（△） 437 331 768 55 824 △6 818 

セグメント資産 14,810 7,639 22,449 1,811 24,260 3,891 28,152 

その他の項目    

  減価償却費 342 723 1,065 10 1,075 △3 1,072 

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額 167 103 270 ― 270 ― 270 
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２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
  （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

  

(2) 有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

  該当事項はありません。 

  
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

なお、平成22年３月31日以前に行なわれた企業結合により発生した負ののれんの償却額及び未償却残高

は、以下のとおりであります。 

当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 
  

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

   (単位：百万円)

日本 中国 韓国 北米 欧州 その他 合計

13,306 6,437 2,693 1,026 286 1,152 24,902 

  (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ヤマハ発動機株式会社 8,437 
工作機械関連事業及び輸送機器関連
事業 

Shanghai GM-Dongyue 
Power Train Company Limited 

5,067 工作機械関連事業 

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
工作機械
関連事業

輸送機器 
関連事業

計

当期償却額 1 ― 1 ― ― 1 

当期末残高 3 ― 3 ― ― 3 

   (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
工作機械
関連事業

輸送機器
関連事業

計

当期償却額 5 ― 5 ― ― 5 

当期末残高 16 ― 16 ― ― 16 
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【関連当事者情報】 

前連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

 １ 関連当事者との取引 

 (1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

       連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 
  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 受託加工及び原材料の仕入については、市場価格、総原価を勘案して価格交渉のうえ、一般的取引条件と同

様に決定しております。 

２ 上記取引金額及び期末残高には消費税等は含んでおりません。 

  

 (2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 
  

 ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

  
当連結会計年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日) 

 １ 関連当事者との取引 

 (1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

       連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等 
  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 受託加工及び原材料の仕入については、市場価格、総原価を勘案して価格交渉のうえ、一般的取引条件と同

様に決定しております。 

２ 上記取引金額及び期末残高には消費税等は含んでおりません。 

  

 (2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

該当事項はありません。 
  

 ２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

  

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

 主要株主
ヤマハ 
発動機㈱ 

静岡県
 磐田市 48,342 

二輪車 
 船舶機  
 製造 

（被所有）
直接 10.21

二輪車用エン
ジン部品等の
受託加工 
船舶用エンジ
ンの受託加工
及び組立 

受託加工 6,081 売掛金 656

原材料の
仕入 3,863 買掛金 981

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有) 
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

 主要株主
ヤマハ 
発動機㈱ 

静岡県
 磐田市 85,666 

二輪車 
 船舶機  
 製造 

（被所有）
直接 10.22

二輪車用エン
ジン部品等の
受託加工 
船舶用エンジ
ンの受託加工
及び組立 

受託加工 8,437 売掛金 512

原材料の
仕入 5,365 買掛金 850
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(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

   該当事項はありません。 

  
  当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

   該当事項はありません。 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度

   

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 57円59銭

１株当たり当期純損失金額（△） △74円85銭

   

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 62円11銭

１株当たり当期純利益金額 4円84銭

項目
(平成22年３月31日) 
前連結会計年度

(平成23年３月31日)
当連結会計年度

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 3,641 3,923 

普通株式に係る純資産額（百万円） 3,641 3,923 

差額の主な内訳（百万円） ― ―

普通株式の発行済株式数（千株） 63,534 63,534 

普通株式の自己株式数（千株） 307 360 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） 63,226 63,174 

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日)

当連結会計年度

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）
（百万円） 

△4,735 305 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
（百万円） 

△4,735 305 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 63,275 63,209 

― 64 ―



⑤ 【連結附属明細表】 

  
【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  
【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借

対照表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。 

３ 長期借入金、リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における返済予定

額は以下のとおりであります。 
  

 
  

【資産除去債務明細表】 

当該明細表に記載すべき事項が、資産除去債務関係注記事項として記載されているため記載を省略

しております。 

  

  

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,613 3,872 1.88 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,228 2,315 2.11 ―

１年以内に返済予定のリース債務 17 16 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。) 6,972 6,770 2.00 平成27年12月 

平成24年4月～

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。) 41 28 ―

平成28年5月 
平成24年1月～

その他有利子負債 ― ― ― ―

小計 12,872 13,003 ― ―

内部取引の消去 △93 △81 ― ―

合計 12,779 12,921 ― ―

 
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内 

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 4,648 1,303 618 199 

リース債務 12 10 3 1 
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(2)【その他】 

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等 
  

  (自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日)

第１四半期
(自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日)

第２四半期
(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日) 

第３四半期
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日)

第４四半期

売上高 (百万円) 4,025 6,653 6,893 7,329 

税金等調整
前 
四半期純利
益金額又は
税金等調整
前 
四半期純損
失 金 額
（△） 

(百万円) △231 4 256 322 

四半期純利
益金額又は
四半期純損
失 金 額
（△） 

(百万円) △229 △2 253 283 

１株当たり 
四半期純利
益金額又は
１株当たり 
四半期純損
失 金 額
（△） 

(円) △3.63 0.04 4.01 4.49 
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２【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,811 3,475

受取手形 307 863

売掛金 ※1  3,549 ※1  3,741

商品及び製品 1,157 794

仕掛品 2,557 3,658

原材料及び貯蔵品 559 485

未収入金 374 366

信託受益権 834 895

関係会社短期貸付金 93 83

その他 102 314

貸倒引当金 △1 △4

流動資産合計 11,347 14,673

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※2  2,113 ※2  1,954

構築物（純額） ※2  122 ※2  105

機械及び装置（純額） ※2  3,311 ※2  2,642

車両運搬具（純額） ※2  5 ※2  2

工具、器具及び備品（純額） ※2  137 ※2  130

土地 ※2, ※4  7,387 ※2, ※4  7,387

リース資産（純額） ※2  20 ※2  15

建設仮勘定 23 42

有形固定資産合計 13,121 12,281

無形固定資産   

ソフトウエア 20 24

リース資産 22 17

施設利用権 10 8

電話加入権 5 5

無形固定資産合計 58 56

投資その他の資産   

投資有価証券 113 112

関係会社株式 402 402

出資金 － 0

関係会社出資金 191 367

従業員に対する長期貸付金 25 33

破産更生債権等 88 88

長期前払費用 2 1

その他 22 19

貸倒引当金 △91 △90

投資その他の資産合計 755 934

固定資産合計 13,936 13,271

資産合計 25,284 27,945
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形 673 1,655

買掛金 2,350 3,245

短期借入金 ※2  5,748 ※2  6,104

リース債務 11 10

未払金 582 783

未払費用 42 56

未払法人税等 17 33

未払消費税等 68 －

前受金 115 93

預り金 21 11

賞与引当金 105 206

設備関係支払手形 66 61

その他 ※2  20 ※2  20

流動負債合計 9,822 12,283

固定負債   

長期借入金 ※2  6,972 ※2  6,770

リース債務 35 24

再評価に係る繰延税金負債 ※4  2,076 ※4  2,076

退職給付引当金 1,823 1,993

役員退職慰労引当金 99 99

環境対策引当金 204 －

資産除去債務 － 298

長期預り保証金 ※2  244 ※2  223

その他 3 3

固定負債合計 11,457 11,489

負債合計 21,280 23,772

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,640 4,640

資本剰余金   

資本準備金 1,230 1,230

資本剰余金合計 1,230 1,230

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △4,972 △4,798

利益剰余金合計 △4,972 △4,798

自己株式 △51 △55

株主資本合計 847 1,016

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 2

土地再評価差額金 ※4  3,153 ※4  3,153

評価・換算差額等合計 3,156 3,155

純資産合計 4,003 4,172

負債純資産合計 25,284 27,945
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高   

製品売上高 13,762 24,029

商品売上高 － 177

売上高合計 13,762 24,206

売上原価   

製品売上原価   

製品期首たな卸高 1,238 755

当期製品製造原価 ※1, ※3  14,128 ※1, ※3  21,505

合計 15,367 22,261

製品期末たな卸高 755 529

製品売上原価 14,611 21,731

商品売上原価   

商品期首たな卸高 － －

当期商品仕入高 － 250

合計 － 250

商品期末たな卸高 － 26

商品他勘定振替高 － 55

商品売上原価 － 168

売上原価合計 14,611 21,899

売上総利益又は売上総損失（△） △848 2,307

販売費及び一般管理費 ※2, ※3  1,614 ※2, ※3  1,592

営業利益又は営業損失（△） △2,463 714

営業外収益   

受取利息 1 1

受取配当金 1 1

受取賃貸料 25 17

受取クレーム補償金 － 7

雇用調整助成金 320 －

その他 118 36

営業外収益合計 467 64

営業外費用   

支払利息 265 272

為替差損 38 173

減価償却費 39 －

その他 20 51

営業外費用合計 364 497

経常利益又は経常損失（△） △2,360 281

特別利益   

固定資産売却益 ※4  0 ※4  34

特別利益合計 0 34
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

特別損失   

固定資産廃棄損 ※5  157 ※5  1

減損損失 ※7  1,042 －

災害による損失 － ※8  33

投資有価証券評価損 3 0

退職特別加算金 38 －

貸倒引当金繰入額 0 －

環境対策引当金繰入額 204 －

異常操業度損失 ※6  652 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 94

特別損失合計 2,098 129

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △4,458 185

法人税、住民税及び事業税 11 11

法人税等調整額 △33 －

法人税等合計 △22 11

当期純利益又は当期純損失（△） △4,436 173
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【製造原価明細書】 

  

 
  

(脚注) 

  

 
  

  (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費   8,141 61.2 15,838 70.0 

Ⅱ 労務費 ※１  2,941 22.1 3,273 14.4 

Ⅲ 経費    

 １ 外注加工費  106 1,295  

 ２ 減価償却費  1,036 989  

 ３ その他の経費  1,070 2,212 16.7 1,240 3,525 15.6 

   当期総製造費用   13,296 100.0 22,638 100.0 

   仕掛品期首たな卸高 ※２  4,096 2,959 

合計   17,392 25,597 

   仕掛品期末たな卸高 ※２  2,959 3,929 

   他勘定振替高 ※３  304 162 

   当期製品製造原価   14,128 21,505 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

原価計算の方法 

工作機械は、個別原価計算により、エンジン、雪上

車、ゴルフカー、バギー車及び自動車部品は、総合原価

計算により製造原価を算出しております。 

原価計算の方法 

            同左 

 

※１ 労務費には賞与引当金繰入額87百万円、退職給付

引当金繰入額469百万円が含まれております。 

※１ 労務費には賞与引当金繰入額168百万円、退職給

付引当金繰入額400百万円が含まれております。 

※２ 期首及び期末仕掛品たな卸高には半製品が含まれ

ております。 

※２          同左 

※３ 他勘定振替高 

固定資産 94百万円

販売費及び一般管理費 196 

その他 13 

計 304 

※３ 他勘定振替高 

固定資産 31百万円

販売費及び一般管理費 112 

その他 18 

計 162 
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,640 4,640

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,640 4,640

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,230 1,230

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,230 1,230

資本剰余金合計   

前期末残高 1,230 1,230

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,230 1,230

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △587 △4,972

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △4,436 173

土地再評価差額金の取崩 51 －

当期変動額合計 △4,385 173

当期末残高 △4,972 △4,798

利益剰余金合計   

前期末残高 △587 △4,972

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △4,436 173

土地再評価差額金の取崩 51 －

当期変動額合計 △4,385 173

当期末残高 △4,972 △4,798

自己株式   

前期末残高 △45 △51

当期変動額   

自己株式の取得 △5 △4

当期変動額合計 △5 △4

当期末残高 △51 △55
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 5,237 847

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △4,436 173

自己株式の取得 △5 △4

土地再評価差額金の取崩 51 －

当期変動額合計 △4,390 169

当期末残高 847 1,016

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △26 2

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 △0

当期変動額合計 28 △0

当期末残高 2 2

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △1 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 －

当期変動額合計 1 －

当期末残高 － －

土地再評価差額金   

前期末残高 3,204 3,153

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △51 －

当期変動額合計 △51 －

当期末残高 3,153 3,153

評価・換算差額等合計   

前期末残高 3,177 3,156

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20 △0

当期変動額合計 △20 △0

当期末残高 3,156 3,155

純資産合計   

前期末残高 8,414 4,003

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） △4,436 173

自己株式の取得 △5 △4

土地再評価差額金の取崩 51 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △20 △0

当期変動額合計 △4,411 168

当期末残高 4,003 4,172
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【重要な会計方針】 

  

 
  

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左

 (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法

により算定） 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

時価法 

 
時価法 

 
３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。 

製品 

工作機械 個別法 

輸送機器他 総平均法 

評価基準は原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっており

ます。 

製品及び商品 

工作機械 個別法 

輸送機器 総平均法 

 半製品・原材 

料及び貯蔵品 
総平均法 

仕掛品 

 工作機械 個別法 

 輸送機器他 総平均法 
 

半製品・原材 

料及び貯蔵品 
総平均法 

仕掛品  

 工作機械 個別法 

 輸送機器 総平均法 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

イ リース資産以外の有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く） 

a 平成10年３月31日以前に取得

したもの 

旧定率法によっております。 

b 平成10年４月１日から平成 

19年３月31日までに取得した  

もの 

旧定額法によっております。 

c 平成19年４月１日以後に 

取得したもの 

定額法によっております。 

建物以外 

a 平成19年３月31日以前に取得 

したもの 

旧定率法によっております。 

b 平成19年４月１日以降に取得

したもの 

定率法によっております。 

また、平成10年４月１日以降に取得

した取得価額10万円以上20万円未満の

資産については、３年間で均等償却す

る方法を採用しております。 

平成19年３月31日以前に取得したも

のについては、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から５年間で均等償

却する方法によっております。 

(1) 有形固定資産 

イ リース資産以外の有形固定資産 

           同左 
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項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

 ロ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として算定する定額法によって

おります。なお、リース取引開始日が

リース会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を適用

しております。  

ロ リース資産 

        同左 

 (2) 無形固定資産 

イ リース資産以外の無形固定資産 

定額法によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社利用

分）については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

ロ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零として算定する定額法によって

おります。なお、リース取引開始日が

リース会計基準適用初年度開始前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引

については、引き続き通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を適用

しております。  

(2) 無形固定資産 

イ リース資産以外の無形固定資産 

      同左 

 

  

 

  
ロ リース資産 

       同左 

 (3) 長期前払費用 

均等償却しております。 

(3) 長期前払費用 

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込み額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

従業員賞与の支払に充てるため、

会社基準(支払予定額)による要支給

額を引当てております。 

(1) 貸倒引当金 

 

  

 

  

  
(2) 賞与引当金 

同左

同左
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項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理

しております。 

また、過去勤務債務については15

年による定額法により按分した額を

発生した事業年度より費用処理する

こととしております。数理計算上の

差異については15年による定額法に

より按分した額を発生の翌事業年度

より費用処理することとしておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、計

上しております。 

なお、会計基準変更時差異につい

ては、15年による按分額を費用処理

しております。 

また、過去勤務債務については15

年による定額法により按分した額を

発生した事業年度より費用処理する

こととしております。数理計算上の

差異については15年による定額法に

より按分した額を発生の翌事業年度

より費用処理することとしておりま

す。 
 （会計方針の変更） 

 当事業年度から「退職給付に係る会

計基準」の一部改正（その3）（企業会

計基準第19号平成20年7月31日）を適用

しております。 

 なお、この変更による損益への影響

はありません。 

 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく事業年度末要支給額

を計上しております。なお、平成19年

４月27日開催の取締役会において、平

成19年６月28日開催の定時株主総会終

結の時をもって役員退職慰労金制度を

廃止することを決議いたしました。当

事業年度末における役員退職慰労引当

金残高は、当制度廃止以前から在職し

ている取締役及び監査役に対する支給

見込額であります。  

（5）環境対策引当金  

 ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄

物の処理費用等の支出に備えるため、

今後発生すると見込まれる費用を計上

しております。 

（追加情報） 

 「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃

棄物処理特別措置法」により、平成28

年7月までにＰＣＢ廃棄物を処理するこ

とが義務付けられており、当事業年度

において当該処理に係る費用を合理的

に見積もることとしたため、その処理

費用見積額204百万円について環境対策

引当金を設定し、同繰入額を特別損失

として計上しております。この結果、

税引前当期純損失及び当期純損失が204

百万円それぞれ増加しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  
    ―――――――――― 
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【会計処理の変更】 
  

 
  

【表示方法の変更】 
  

 
  

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップの特例処理 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左

 ヘッジ対象 

長期借入金 

ヘッジ対象 

同左

 (3) ヘッジ方針 

当社の長期運転資金の金利を固定

化するためのものであります。 

(3) ヘッジ方針 

同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

満たしているので決算日における有

効性の評価を省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

消費税等の処理方法 

同左

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

        ───────── 

 
 

（資産除去債務に関する会計基準等） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これにより、当事業年度の税引前当期純利益が94百万

円減少しております。 

 また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の

変動額は298百万円であり、当該変動額のうち204百万円

は前事業年度末における環境対策引当金の残高を資産除

去債務の一部として引き継いだ額であります。 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

(損益計算書) 

 １ 前事業年度において営業外費用「その他」に含め

て表示しておりました「減価償却費」は、営業外費

用の総額の10/100を超えることとなったため、当事

業年度においては区分掲記することといたしまし

た。 

 なお、前事業年度の「その他」に含まれる「減価

償却費」は、44百万円であります。 

 ２ 前事業年度において区分掲記しておりました営業

外収益「受取保険金」(当事業年度４百万円)及び

「受取クレーム補償金」(当事業年度23百万円)は営

業外収益の総額の10/100以下であるため、当事業年

度においては営業外収益の「その他」に含めて表示

しております。 

(損益計算書) 

 １ 前事業年度において区分掲記しておりました営業

外費用「減価償却費」（当事業年度24百万円）は営

業外費用の総額の10/100以下であるため、当事業年

度においては営業外費用の「その他」に含めて表示

しております。 

 ２ 前事業年度において営業外収益「その他」に含め

て表示しておりました「受取クレーム補償金」は、

営業外収益の総額の10/100を超えることとなったた

め、当事業年度においては区分掲記することといた

しました。 

 なお、前事業年度の「その他」に含まれる「受取

クレーム補償金」は、23百万円であります。 
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【注記事項】 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成22年３月31日)

当事業年度 
(平成23年３月31日)

※１ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次の通りであります。 

売掛金 1,619百万円

※１ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する主なものは次の通りであります。 

売掛金 1,226百万円

※２ ① 有形固定資産の担保提供の状況 

 
は工場財団を設定し 

 
の担保に供しております。 

建物 911百万円

構築物 24 

機械装置 2,606 

土地 5,653 

計 9,195 

短期借入金 5,363百万円

長期借入金 6,922 

預り保証金 264 

計 12,550 

※２ ① 有形固定資産の担保提供の状況 

 
は工場財団を設定し 

 
の担保に供しております。 

建物 986百万円

構築物 21 

機械装置 2,026 

土地 7,283 

計 10,318 

短期借入金 5,767百万円

長期借入金 6,760 

預り保証金 244 

計 12,771 

② 減価償却累計額は直接控除しており、その金

額は26,201百万円であります。 

  なお、減価償却累計額には、減損損失累計額

が含まれております。 

② 減価償却累計額は直接控除しており、その金

額は26,533百万円であります。 

  なお、減価償却累計額には、減損損失累計額

が含まれております。 

 ３ 保証債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証を

次の通り行なっております。 

遠州建設㈱ 94百万円

 ３ 保証債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対する保証を

次の通り行なっております。 

遠州建設㈱ 46百万円

※４ 土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業

用の土地の再評価を行ない、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める

固定資産税評価額を基準とする方法、及び同条

第４号に定める地価税法に規定する地価税の課

税価格の計算の基礎となる土地の価格(路線価)

を基準として時価を算出しております。 

再評価を行った年月日 平成13年３月31日

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額 

△1,707百万円

※４ 土地の再評価に関する事項 

土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律

(平成13年３月31日公布法律第19号)に基づき、事業

用の土地の再評価を行ない、当該再評価差額に係る

税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として

負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。 

再評価の方法 

同左 

  

 

  

 

 

再評価を行った年月日      同左

再評価を行った土地の期末
における時価と再評価後の
帳簿価額との差額 

△1,866百万円
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(損益計算書関係) 

  

 
  

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

    売上原価           192百万円 

※２ 販売費と一般管理費のおおよその割合は販売費  

  66％、一般管理費34％であります。 

販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

 

 

運賃荷造費 82百万円

給料及び賞与 410 

賞与引当金繰入額 17 

退職給付引当金繰入額 97 

減価償却費 68 

販売手数料 132 

クレーム費 154 

旅費及び交通費 98 
 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額 

    売上原価            26百万円 

※２ 販売費と一般管理費のおおよその割合は販売費  

  68％、一般管理費32％であります。 

販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

   

 

運賃荷造費 135百万円

給料及び賞与 370 

賞与引当金繰入額 37 

退職給付引当金繰入額 91 

減価償却費 53 

販売手数料 154 

旅費及び交通費 94 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 
  

 119百万円

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 
  

213百万円

※４ 固定資産売却益の明細 

 
  

工具、器具及び備品 0百万円

計 0 

※４ 固定資産売却益の明細 

機械及び装置 33百万円

車両運搬具 0 

工具、器具及び備品 0 

計 34 

 

※５ 固定資産廃棄損の明細 

 

※６ 設備稼働率が低下したために発生した異常操業経

費です。 

建物 0百万円

構築物 1 

機械及び装置 98 

車両運搬具 0 

工具、器具及び備品 58 

計 157 

 

※５ 固定資産廃棄損の明細 

 
  

         ―――――――――      

機械及び装置 0百万円

車両運搬具 0 

工具、器具及び備品 0 

電話加入権 0 

計 1 
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(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

※７ 減損損失 

以下の資産グループについて減損損失を計上しま

した。 

 
原則として、事業用資産については事業部を基準

としてグルーピングを行っており、遊休資産につい

ては個別資産ごとにグルーピングを行っておりま

す。 

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、建物、構築物、機械及び

装置、車両運搬具、工具、器具及び備品並びにその

他については、実質的な処分価値を考慮し、備忘価

額により評価し、土地については固定資産税評価額

又は路線価を基準として算出した時価により評価し

ております。 

（経緯） 

生産減少による操業度の著しい低下や生産体制の

見直しにより、遊休状態となった資産等について、

「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、将来

の回収可能性を検討した結果、減損処理を行いまし

た。 

（減損損失の金額） 

 
  

        ――――――――― 

用途 種類 場所

工作機械生産
設備 
（遊休資産） 

建物、構築物、
機械及び装置、
工具、器具及び
備品、土地、そ
の他 

工作機械関連
事業 
本 社 及 び 工
場、浜北工場 
静岡県浜松市 

輸送機器生産
設備 
（遊休資産） 

建物、機械及び
装置、車両運搬
具、工具、器具
及 び 備 品、土
地、その他 

輸送機器他関
連事業 
本社及び工場 
静岡県浜松市 

種類 金額（百万円）

建物 58 

構築物 0 

機械及び装置 853 

車両運搬具 0 

工具、器具及び備品 18 

土地 84 

その他 26 

合計 1,042 

             ――――――――― 

  
※８ 東日本大震災の影響による操業休止期間中に発生

した製造固定費について、原価性が認められないこ

とから損失として計上したものであります。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   

  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  70千株 

  

当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   

  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加52千株 

  

(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(平成22年３月31日) 

 (追加情報) 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適用してお

ります。 

  
 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

  

 
 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものであります。 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 237 70 ─ 307 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 307 52 ─ 360 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

１. ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

１. ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

(1) リース資産の内容 

 ・有形固定資産 

(1) リース資産の内容 

 ・有形固定資産 

主として、工作機械関連事業部門における生産

管理システム(工具、器具及び備品)であります。 

   ・無形固定資産 

主として、工作機械関連事業部門における生産

管理用ソフトウェア及び図面管理システム(ソフ

トウェア)であります。 

(2) リース資産の減価償却の方法 

      同左 

  
   ・無形固定資産 

      同左 

  

  
(2) リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「４．固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。 

      同左 

区分 貸借対照表計上額（百万円）

(1) 子会社株式 389 

(2) 関連会社株式 13 

計 402 
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当事業年度(平成23年３月31日) 

 時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式 

  

 
 上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものであります。 

  

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 
  

区分 貸借対照表計上額（百万円）

(1) 子会社株式 389 

(2) 関連会社株式 13 

計 402 

 
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度 

(平成23年３月31日)

(繰延税金資産)  

繰越欠損金 2,287百万円 2,044百万円

退職給付引当金 723 791 

賞与引当金 41 81 

たな卸資産 498 476 

有価証券 22 22 

子会社出資金 43 43 

未払事業税 2 8 

未払売上原価 69 110 

減損損失 421 411 

その他 242 280 

繰延税金資産小計 4,353 4,270 

評価性引当額 △4,353 △4,270

繰延税金資産合計 ― ―

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △3 △3

金利スワップ ─ ―

繰延税金負債合計 △3 △3

繰延税金資産の純額 △3 △3
    

(平成22年３月31日) 
前事業年度

(平成23年３月31日) 
当事業年度

 当事業年度については、税引前当期純損失が計上され

ているため、記載を省略しております。 
 

法定実効税率 39.7％

（調整）  
交際費等永久に損金に算入さ

れない項目 
4.8％

住民税均等割等 6.1％

評価性引当金の変動 △48.0％

その他 3.6％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率 
6.2％
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(資産除去債務関係) 

当事業年度末(平成23年３月31日） 

  
資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

(1) 当該資産除去債務の概要 

「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物処理特別措置法」に基づく、ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニ

ル）廃棄物処理費用等であります。 

  
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を経過している為、合理的に見積もった除去費用の金額を計上しております。 

  
(3) 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 
  
(注)当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第21号 平成20年３月31日）を適用したことによる期首時点

における残高であります。 

  
(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

期首残高（注） 298百万円

期末残高 298百万円

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当事業年度

   

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 63円32銭

１株当たり当期純損失金額（△） △70円11銭

   

 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

１株当たり純資産額 66円05銭

１株当たり当期純利益金額 2円75銭

項目
(平成22年３月31日) 

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 4,003 4,172 

普通株式に係る純資産額（百万円） 4,003 4,172 

差額の主な内訳（百万円） ― ―

普通株式の発行済株式数（千株） 63,534 63,534 

普通株式の自己株式数（千株） 307 360 

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） 63,226 63,174 
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２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  
 前事業年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  
 当事業年度(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

項目 (自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

前事業年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日)

当事業年度

損益計算書上の当期純利益 
又は当期純損失（△）（百万円） 

△4,436 173 

普通株式に係る当期純利益 
又は当期純損失（△）（百万円） 

△4,436 173 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 63,275 63,209 
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④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)  

(その他有価証券)  

丸紅㈱ 70,000 41 

モルガン・スタンレー・アジアー 
パシフィック・ファンド 10,000 13 

浜名湖観光開発㈱ 6 12 

ユアサ商事㈱ 55,000 5 

浜松ケーブルテレビ㈱ 100 5 

遠州開発㈱ 1,800 3 

㈱クラレ 3,000 3 

東レ㈱ 5,000 3 

新日本製鐵㈱ 10,000 2 

ヤマハ発動機㈱ 1,192 1 

その他（12銘柄） 46,501 4 

計 202,599 97 

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)  

(その他有価証券)  

証券投資信託受益証券（５銘柄） 28,685,176 15 

計 28,685,176 15 

― 85 ―



  
【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
   ２ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) １ 貸倒引当金の当期減少額のうち、（その他）は債権回収による戻入額であります。 

     ２ 環境対策引当金の当期減少額のうち、（その他）は資産除去債務の一部として引継いだ額であります。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(百万

円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産     

 建物 6,913 10 ― 6,924 4,969 169 1,954 

 構築物 750 0 ― 750 645 17 105 

 機械及び装置 21,439 93 702 20,830 18,187 756 2,642 

 車両運搬具 132 0 13 119 116 2 2 

 工具、器具及び備品 2,650 108 24 2,734 2,604 115 130 

 土地 7,387 ― ― 7,387 ― ― 7,387 

 リース資産 25 ― ― 25 10 4 15 

 建設仮勘定 23 103 84 42 ― ― 42 

有形固定資産計 39,323 317 825 38,814 26,533 1,065 12,281 

無形固定資産     

 ソフトウェア 23 10 ― 33 8 5 24 

 リース資産 28 ― ― 28 11 5 17 

 施設利用権 33 ― ― 33 24 1 8 

 電話加入権 5 ― 0 5 ― ― 5 

無形固定資産計 92 10 0 102 46 12 56 

長期前払費用 61 ― ― 61 60 1 1 

機械及び装置 本社及び工場 工作機械関連事業部 生産設備 675 百万円

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額 
(その他) 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 92 3 0 0 95 

賞与引当金 105 206 105 ― 206 

役員退職慰労引当金 99 ― ― ― 99 

環境対策引当金 204 ― ― 204 ―
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

 
  

区分 金額(百万円)

現金 16 

預金の種類 

当座預金 153 

普通預金 213 

通知預金 2,540 

外貨預金 551 

預金計 3,459 

合計 3,475 

相手先 金額(百万円)

住金物産㈱ 345 

東京産業㈱ 279 

明石機械工業㈱ 75 

㈱イハラ製作所 28 

伊藤忠マシンテクノス㈱ 24 

その他 109 

合計 863 
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期日別内訳 

 
  

③ 売掛金 

相手先別内訳 

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 
(注) 上記の金額には消費税等が含まれております。 

  

期日 金額(百万円)

平成23年４月 403 

５月 138 

６月 204 

７月 114 

８月 2 

合計 863 

相手先 金額(百万円)

Shanghai GM-Dongyue Power Train Company Limited 994 

ヤマハ発動機㈱ 512 

ENSHU(USA) CORPORATION 403 

BANGKOK ENSHU MACHINERY CO,LTD 330 

ENSHU GMBH 297 

その他 1,203 

合計 3,741 

前期繰越高 
(百万円) 

  
(Ａ)

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ)

当期回収高
(百万円) 

  
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円) 

  
(Ｄ)

 

回収率(％)
 

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ
 

滞留期間(月)
 

Ａ＋Ｄ
÷

Ｂ
２ 12

3,549 24,820 24,627 3,741 86.8 1.8 
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④ 商品及び製品 

  

 
  

⑤ 仕掛品 

  

 
  

⑥ 原材料及び貯蔵品 

  

 
  

⑦ 信託受益権 

  

売上債権の信託によるものであります。 

  

品目 金額(百万円)

工作機械（マシニングセンタ他） 556 

工作機械部品 237 

合計 794 

品目 金額(百万円)

工作機械（マシニングセンタ他） 2,954 

エンジン、雪上車、ゴルフカー、バギー車及び自動車用
部品 703 

合計 3,658 

品目 金額(百万円)

買入部品 391 

消耗工具類 91 

鋼材 0 

その他の補助材料類 2 

合計 485 
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⑧ 支払手形 

相手先別内訳 

 
  

期日別内訳 

 
  

⑨ 買掛金 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

ファナック㈱ 287 

ファナックマグトロニクス㈱ 104 

互大商工㈱ 82 

技研㈱ 63 

㈱タナベ 53 

その他 1,063 

合計 1,655 

期日 金額(百万円)

平成23年４月 447 

５月 439 

６月 402 

７月 364 

８月 0 

合計 1,655 

相手先 金額(百万円)

ヤマハ発動機㈱ 850 

ファナック㈱ 140 

浜松熱処理工業㈱ 100 

㈱不二 92 

山中産業㈱ 90 

その他 1,970 

合計 3,245 
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⑩ 短期借入金 

  

 
(注) シンジケートローンは、㈱みずほコーポレート銀行、㈱りそな銀行、その他２行によるものであります。 

  

⑪ 設備関係支払手形 

 
  

期日別内訳 

 
  

相手先 金額(百万円)

㈱みずほコーポレート銀行 2,129 

㈱りそな銀行 2,049 

みずほ信託銀行㈱ 789 

㈱静岡銀行 481 

㈱三菱東京UFJ銀行 337 

シンジケートローン 200 

㈱商工組合中央金庫 100 

日本生命保険相互会社 17 

合計 6,104 

相手先 金額(百万円)

三栄商事㈱ 24 

浜松ホトニクス㈱ 22 

互大商工㈱ 8 

遠州建設㈱ 3 

㈲ハネダマシンツール 1 

その他 0 

合計 61 

期日 金額(百万円)

平成23年４月 4 

５月 1 

６月 26 

７月 29 

合計 61 
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⑫ 長期借入金 

  

 
(注) シンジケートローンは、㈱みずほコーポレート銀行、㈱りそな銀行、その他２行によるものであります。 

  

⑬ 再評価に係る繰延税金負債 

事業用土地の再評価差額に係る税金相当額であります。 

  

⑭ 退職給付引当金 

  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

シンジケートローン 2,950 

㈱みずほコーポレート銀行 1,418 

㈱りそな銀行 1,418 

㈱商工組合中央金庫 345 

㈱静岡銀行 328 

みずほ信託銀行㈱ 300 

㈱三菱東京UFJ銀行 10 

合計 6,770 

区分 金額(百万円)

退職給付債務 5,563 

未認識過去勤務債務 689 

未認識数理計算上の差異 △1,318

会計基準変更時差異の未処理額 △809

年金資産 △2,132

合計 1,993 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、会社法第189条第２項各号に掲げる権利以外の権利行使

することができない。  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株 

単元未満株式の買取り 

  取扱場所 

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

  株主名簿管理人 

（特別口座） 

東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

  取次所 ― 

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法（注） 

当社の公告は電子公告により行っております。ただし、やむを得ない事由により電子
公告を行うことができないときは、日本経済新聞に掲載致します。 
当社の公告掲載URLは次のとおりであります。 
http://www.enshu.co.jp/koukoku/ 

株主に対する特典 なし 
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第７ 【提出会社の参考情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  事業年度 第142期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)平成22年６月29日東海財務局長に

提出。 

  事業年度 第142期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)平成22年６月29日東海財務局長に

提出。 

  第143期第１四半期(自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日)平成22年８月６日東海財務局長に

提出。 

  第143期第２四半期(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日)平成22年11月12日東海財務局長に

提出。 

  第143期第３四半期(自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日)平成23年２月14日東海財務局長に

提出。 

  金融商品取引法第24条の５第４項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第

19号(当社及び連結会社の財政状態，経営成績及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事

象)の規定に基づく臨時報告書 

  平成22年８月６日東海財務局長に提出。 

   

１ 【提出会社の親会社等の情報】

２ 【その他の参考情報】

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

(3) 四半期報告書及び確認書

(4) 臨時報告書
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年６月29日
エンシュウ株式会社 
取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているエンシュウ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ
ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監
査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、エンシュウ株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 
  
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エンシュウ株式

会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び
運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統
制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載
を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、エンシュウ株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上

  

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

仰 星 監 査 法 人 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  柴  田  和  範  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  寺  本     悟  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  野  佳  史  ㊞ 

（※）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

   ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成23年６月29日
エンシュウ株式会社 
取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
＜財務諸表監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているエンシュウ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算
書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責
任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、エンシュウ株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。 
  
＜内部統制監査＞ 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、エンシュウ株式

会社の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び
運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統
制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載
を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、エンシュウ株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表

示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評
価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上

  

  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

仰 星 監 査 法 人 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  柴  田  和  範  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  寺  本     悟  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  野  佳  史  ㊞ 

（※）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

   ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成22年６月29日

エンシュウ株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているエンシュウ株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第142期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エンシュウ株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上

  

  

独立監査人の監査報告書
 

仰 星 監 査 法 人 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  柴  田  和  範  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  寺  本     悟  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  野  佳  史  ㊞ 

（※）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

   ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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平成23年６月29日

エンシュウ株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているエンシュウ株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第143期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、エンシュウ株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上

  

  

独立監査人の監査報告書
 

仰 星 監 査 法 人 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  柴  田  和  範  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  寺  本     悟  ㊞ 

代表社員 
業務執行社員

 公認会計士  浅  野  佳  史  ㊞ 

（※）１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。 

   ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成23年６月29日 

【会社名】 エンシュウ株式会社 

【英訳名】 ENSHU Limited 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 中 安 茂 夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 静岡県浜松市南区高塚町4888番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 

 



当社代表取締役社長中安茂夫は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有しており、

企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内部統

制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（企業会計審議会 平成19年２月15日）

に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その

目的を合理的な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告

の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。  

  

財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成23年３月31日を基準日として行われて

おり、評価に当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

た。 

 本評価においては、連結ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）

の評価を行った上で、その結果を踏まえて、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロ

セスの評価においては、選定された業務プロセスを分析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼ

す統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用状況を評価することによって、内部統

制の有効性に関する評価を行った。 

 財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会社並びに連結子会社及び持分法適用会社について、財務報

告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社及び連結子会社１社を対象として行

った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定し

た。なお、連結子会社３社及び持分法適用関連会社１社については、金額的及び質的重要性の観点から僅

少であると判断し、全社的な内部統制の評価範囲に含めていない。 

 業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業拠点の前連結会計年度の売上高（連結会社

間取引消去後）の金額が高い拠点から合算していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２／３に達して

いる２事業拠点を「重要な事業拠点」とした。選定した重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大

きく関わる勘定科目として売上高、売掛金及び棚卸資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さら

に、選定した重要な事業拠点にかかわらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記

載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘定科目に係る業務プロセスを財務報告への影響を勘

案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加している。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

した。 

  

該当事項なし。 

  

該当事項なし。  

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 東海財務局長 

【提出日】 平成23年６月29日 

【会社名】 エンシュウ株式会社 

【英訳名】 ENSHU Limited 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 中 安 茂 夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 ― 

【本店の所在の場所】 静岡県浜松市南区高塚町4888番地  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長中安茂夫は、当社の第143期(自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日)の有

価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




